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第 1 章 序論 
 

 

 

 

 

 

1.1 研究の背景と目的 

 

南海トラフ沿いの巨大地震の発生がひっ迫している。南海トラフ沿いでは昭和東南

海地震（1944 年）や昭和南海地震（1946 年）が起きてから，70 年以上が経過してお

り，次の大地震発生の可能性が高まりつつある。南海トラフにおける巨大地震が発生

すれば，関東地方から九州地方の広い範囲で震度 6 弱以上の強い揺れが予測されてお

り 1），非常に広範な地域で地震被害が生じる可能性がある。 

 さらに南海トラフ沿いの巨大地震については，大規模な堆積盆地の上に立地する中

部地方や関西地方，関東地方の都市部において長周期地震動による超高層建物など長

周期構造物への被害が懸念されている 2）。地震波の長周期成分は減衰しづらいため，

震源域からの距離が近い中部地方や関西地方はもとより，距離の離れた関東地方でも

大きな長周期地震動となる可能性が高い。 

 震源域から距離が離れた地域における長周期地震動の被害事例としては，東北地方

太平洋沖地震（2011 年）による大阪市の咲洲に立地する大阪府咲洲庁舎の被害が記憶

に新しい。当建物は，震源域から 700 km 以上離れており，地上の揺れは震度 3 であ

ったものの，最上階では片振幅約 130 cm の揺れが生じ，内装材や消火設備の被害が

生じた。なお，この被害は当初に計画されていた大阪府庁舎の入居が見直されるきっ

かけとなり，当建物の制振改修が行われることとなった 3）。 

 震源域が広く長周期地震動が生成されやすい南海トラフにおける巨大地震のよう

なプレート境界地震のほかにも，内陸部における活断層の地震でも長周期地震動が都

市部に被害を与える可能性がある。例えば，新潟県中越地震（2004 年）では東京都心

部の超高層建物がエレベータのワイヤーが破損する被害が生じた 4)。 

日本周辺では大陸プレートの下に海洋プレートが沈み込んでおりプレート境界地

震が起きうる範囲が広いこと，加えて日本全国に活断層が分布していることを考える

と，都市部においては想定すべき地震が非常に多い。また，１つの地震に対しても，

震源の破壊条件の多様性を考える必要がある。南海トラフについては過去の被害地震

から推定した震源モデルに基づく基本ケースに加えてその強震動生成域（SMGA）の
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位置を変えた複数ケースが想定されており 5)，相模トラフについても SMGA の配置や

面積等のパラメータの多様性が考慮されている 6)。 

建築構造物の設計用入力地震動の作成においても，海溝型地震に加えて活断層の地

震について複数の断層や震源パラメータを考慮することが推奨されている 7)。ただし，

活断層についてはその発生頻度の低さと日本国内における活断層の数の多さから過

去の被害地震を根拠として震源モデルを作成できるケースは稀である。このため

SMGA については断層面の中心や震源域にバランスよく配置するなどして複数ケー

スの震源モデルを作成し，その中で計画する建築構造物への影響が大きくなるケース

が採用されているのが現状である例えば 8)。 

近年ではスーパーコンピューターなど，計算機の能力が向上していることもあり，

種々の断層について条件の異なる多くの地震動を計算できるようになった。しかし，

著者の経験では，超高層建物の構造設計などの実務においては人的資源やコストの観

点から限定的な条件で地震動を計算せざるを得ない。具体的には，震度や最大地動速

度が大きくなりやすい計画サイトに近い活断層や SMGA 配置を中心に検討する場合

が多い。構造物の周期が短く，短周期の地震動が重要となる場合にはこういった考え

方でも良いが，長周期地震動を考慮した場合には，必ずしも震源と計画サイトの近さ

が地震動の大きさに直結せず，計画サイトに対する震源方位や震源深さも重要な因子

であることが報告されており 9)-22)，上記の検討では十分ではない可能性がある。 

この問題を解決するためのアプローチとしては，東京都心など高層建物が集中する

都市部のサイトについて検討すべき SMGA の配置や断層を予め整理しておくことが

考えられる。 

このような背景から，超高層建物など長周期構造物に潜在する長周期地震動への脆

弱性を低減し，より安全に長周期構造物を設計できるような知見を得ることを本研究

の目的とする。具体的には，これまでに国内で蓄積された都市部における長周期地震

動の観測記録を分析したり，三次元地下構造モデルを用いた有限差分法による数値シ

ミュレーションを実施したりして，震源位置などの震源条件と長周期地震動の性状の

整理を実施する。また，都市部に影響が大きい震源条件の可視化を行い，観測事実や

物理モデルに基づく合理的な震源条件の選定が容易に行えるような方法を提案する。 

なお，本研究で取り扱う長周期地震動は，2011 年東北地方太平洋沖地震等で観測さ

れた長周期の地震波が長距離を伝播し，長時間揺れが続く長周期・長時間地震動を指

す。2016 年熊本地震で観測されたフリングステップによる長周期パルスは，断層のご

く近傍で発生する事象のため，本研究の対象としない。また，検討では，一般に長周

期地震動で取り扱われることの多い周期 2 秒～周期 10 秒を対象とする。 
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1.2 長周期地震動に関する既往研究と事例のレビュー 

 

(1) 長周期地震動の性状に関する研究 

 

数十年前から長周期地震動が観測されており，継続的に研究活動が実施されている。

古くは 1964 年新潟地震での石油タンク火災，1985 年メキシコ地震でのメキシコシテ

ィでの高層ビルの倒壊，石油タンクの火災などをきっかけに日本国内で社会的に長周

期地震動が注目され始めた 2003 年十勝沖地震や前述した 2004 年新潟県中越地震，

2011 年東北地方太平洋沖地震など多くの地震での強震動記録や研究事例が蓄積され

てきている。本項では，その中でも本研究の主対象とする震源位置と長周期地震動に

関する代表的な先行研究について説明する。 

日本国内には強震観測網が高密度に張り巡らされており，それらの観測記録を用い

た長周期地震動の性状の分析が多く行われている。特に，関東地方においては，関東

平野周辺において多くの地震が発生していることから，震源位置と長周期地震動の各

種特性に関する分析が行われている。座間 9)，植竹 10)，湯沢・南雲 11)は，関東平野に

おける長周期地震動の観測記録を分析し，その振幅と卓越周期が震源位置に依存する

ことを指摘している。また，Ishii12)は建物応答の継続時間を計算する指標を提案し，

その値が震源位置によって変動することを確認した。本研究では，第２章の前半にお

いて，既往の研究よりも多くの地震による複数地点の記録を用いて，長周期地震動の

変動の特徴を把握する。その際には，振幅特性と位相特性について周期間のスペクト

ルを用いて性状を整理する。 

長周期地震動の変動に寄与するパラメータとしては震源方位に加えて，地下構造や

震源深さ，震源メカニズムが指摘されている 13)-25)。まず，地下構造に関して，盆地構

造や不整形地盤が地震動に与える影響を与えることが指摘されている。水平成層地盤

における地震動計算手法は，Luco and Apsel13)の定式化によって確立されており，不整

形地盤についても多くの研究が行われてきた。最初に不整形地盤の影響が注目された

のは 1971 年 San Fernando 地震の Pacoima Dam における記録である。この地震では, 

ダム周辺の地表面の不整形が注目され, Trifunac and Hudosn14)や Boore15), Bouchon16)に

よる解析が行われた。また, 1985 年メキシコ地震では, 不整形な境界面を有する地盤, 

特に堆積盆地構造が地震動に及ぼす影響が注目された。Sanchez-Sesma17)は, 盆地内で

周期 2~3 秒の大振幅の波が 100 秒以上続く現象を水平成層地盤で説明することは不

可能で, 不整形地盤 (盆地構造) の影響であると指摘した。これらについては，纐纈 18)

が詳細なレビューを行っている。また，大堀・南 19)は, Aki-Larner 法 20) (AL 法) を用

いて堆積盆地の規模とトラップとの関係について検討を行い, 盆地規模によっては地

震動の振幅増幅や継続時間伸張が生じるという知見を得た。また, 大堀・他 21)は, 盆
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地構造では 1 次元成層構造の卓越周期よりも短周期化することを指摘している。渡

辺・他 22)も同様の事柄に言及しており, 盆地構造の影響として地震動が短周期化する

ことがあげられる。平井・福和 23)は円形盆地や楕円型盆地といった単純な盆地モデル

による震源方位の影響を分析し，その不整形度合いの重要性を指摘した。Petukhin et 

al.24)は数値解析に基づき地殻構造の有無で波動場を比較し，コンラッド不連続面によ

る地震波の反射が長周期地震動の変動に寄与することを指摘した。 

震源メカニズムの影響として，向井ら 25)は 2004 年新潟県中越地震や 2011 年福島県

浜通りの地震を対象に震源モデルの走向を漸増させた検討を実施し，これらの地震で

はある走向になると平野内でレイリー波が強く励起され，関東平野における地震動の

振幅が大きくなることを指摘した。本研究では，第２章の後半において，数値シミュ

レーションを用いて震源方位や震源深さの違いが長周期地震動の変動に与える影響

について分析を行う。 

また，震源位置により長周期地震動の性状が変化することの要因についても研究が

なされており，ある震源方位では複数の伝播経路を辿った表面波が平野上で合流，集

中して，振幅が大きくなることが指摘されている例えば 26)-29)。これらの研究では関東平

野における過去の地震記録や数値シミュレーションに基づく検討がなされている。ま

た別の要因としては，震源からサイトに至るまでの付加体などの堆積物の影響が指摘

されている 30)-32)。これらの研究 30)-32)では南海トラフ沿いの付加体が長周期地震動の

振幅や継続時間に影響を与えること，山田他 32)は付加体に加え震源近傍の堆積盆地構

造も長周期地震動の変動に寄与することを指摘している。本研究では，第 3 章におい

て，震源付近から都市部までの複数地点の観測記録や数値シミュレーションを用いて，

震源位置による長周期地震動の変化の要因を探る。 
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(2) 長周期地震動の予測方法に関する研究と事例  

 

長周期地震動の予測手法には，有限差分法 33)を用いた理論的手法と地震記録に基づ

く距離減衰式 34)-38) を用いた経験的手法などがあり，これらの手法を用いた巨大地震

の地震動予測が実施されている。内閣府 5)や地震調査研究推進本部 6)は理論的手法に

より南海トラフ・相模トラフ沿いや首都直下の地震の地震動を予測，国土交通省 2)は

経験的手法により南海トラフ沿いの地震に対する設計用長周期地震動を検討し，技術

的助言としてとりまとめた。 

経験的手法は，観測記録に基づき震源規模や震源・震央距離，震源深さと長周期地

震動の関係をモデル化して利用する手法である34)-38)。モデル化に使用する地震記録に

予測精度が依存しており，大量の地震記録をもってしても，実際に地震が発生してい

ない震源位置や震源条件の地震動を予測するのは困難である。また，長周期地震動の

変動をモデル化した事例はないため，経験的手法を用いて震源位置による長周期地震

動の変動を予測することは難しいと考える。  

一方，理論的手法については，前項で示した不整形地下構造に起因する震源位置に

よる長周期地震動の変動に対して，三次元地下構造モデルを用いることで計算が可能

である。しかし，１回の計算コストが非常に大きく，多数の震源を検討することは容

易ではない。さらに，前述の通り，近年では南海トラフや相模トラフ沿いで発生が想

定される海溝型地震について，地震動予測に用いられる震源モデルに多様性が考慮さ

れるようになってきている 5)，6)ため，実務において多種多様な震源を考慮して計算す

ることは非常に困難であると言える。 

超高層建物や免震建物の設計時には，上記の手法による予測地震動（サイト波）や

告示波を利用して建物の時刻歴応答解析が実施されており，地震動の予測手法自体に

ついても研究が進んできている。しかし，上記の通り，現状の方法では，(1)項でレビ

ューした震源位置による長周期地震動の変動を考慮した地震動予測は困難である。 

本研究では，不整形地下構造の影響を計算的に考慮できる理論的手法について，上

記の計算コストの問題を取り除き，震源位置による長周期地震動の変動を考慮できる

方法を検討する。設計実務での利用を考慮して，理論的手法の計算コストを抑えつつ，

上記性状を考慮するには，東京都心など高層建物が集中する都市部のサイトについて

検討すべき地震断層や SMGA の配置を予め整理しておくことが考えられる。本研究

で参考とする事例として，Petukhin et al.24)は，南海トラフ沿いの地震を対象に大阪市

此花区での長周期地震動を計算し，その地動最大速度を震源域にプロットし可視化し

ている。 

本研究の第４章では，Petukhin et al.24)における地動最大速度を震源域にプロットす

る可視化を建築構造物の応答に拡張して，建物周期・減衰定数を仮定した最大応答値
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や継続時間の指標を用いてグリーン関数の分布を可視化する。また検討に併せて，グ

リーン関数が大きくなる震源領域については，そこから生ずる地震波の伝播経路を推

定することで空間分布の解釈が可能か検討する。 
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1.3 本論文の構成 

本論文は，観測記録や有限差分法による数値シミュレーションに基づき，都市部に

おいて脅威となる長周期地震動の性状をより詳細に把握をし，長周期構造物の耐震設

計における入力地震動策定の高度化を目指し，新しい地震選定の方法を提示するもの

である。 

 

本論文は，５章より構成されている。第１章では，研究の背景と目的を述べ，既往

の研究と成果について概観し，本研究の位置付けを整理する。第 2 章では，震源位置

によりサイトの長周期地震動の性状が異なる現象についての把握を行う。第 3章では，

本現象が生じる要因について検討を行う。そして，第 4 章では，本現象を考慮できる

地震選定の方法を提示し，地震動予測の高度化につなげていく。各章における詳細な

実施内容を以下に示す。 

 

第 2 章では，サイトを限定して，その場所の震源位置による長周期地震動の変化の

性状を把握する。具体的には，変化の幅や重要な震源位置を把握する。検討では，ま

ず都市部における観測記録に基づき，観測事実として震源位置による長周期地震動の

変動を概観する。研究の対象として，2004 年新潟県中越地震や 2011 年東北地方太平

洋沖地震など，多くの地震の記録が得られている関東平野を対象とする。加えて，震

央方位や震源深さなどの条件を網羅的に調査するために，有限差分法による数値シミ

ュレーションを用いた検討を実施する。結果として，東京都心においては時計回りに

南東から北の方角の地震で長周期地震動の振幅が大きくなることを明らかにする。ま

た，震源深さと震源方位の両方が長周期地震動の性状に影響を与えることも明らかに

する。 

 

第 3 章では，第 2 章で明らかにしたサイトにおける長周期地震動の変化の要因を把

握する。具体的には，震央から都市部のサイトを結ぶ線上に分布する複数のサイトの

記録やシミュレーション結果を用いて，震源位置による長周期地震動の伝播経路やそ

の伝播経路特性（距離減衰性状や増幅性状）の変化を分析する。前半では，単純な不

整形地下構造モデルとして楕円形状の盆地モデルを作成し，震源方位の異なる複数の

震源を用いて数値シミュレーションを行う。その上で，震源方位の違いによる計算地

震動の変動や，この変動と波の伝播経路の関係を述べる。後半では，関東平野を対象

にして，数値シミュレーションと観測記録を用いて，波の伝播経路と地震動の関係を

述べる。結果として，複数波動をたどる地震波の集中により長周期地震動の振幅が大

きくなることを明らかにする。これに加え，震央からの距離減衰性状も震源位置によ

り変化することについても言及する。 
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第 4 章では，震源位置に依存する地震動性状の変化を考慮して設計用地震動の策定

を実施するためのアイデアの提案とその効果の検証を行う。設計用入力地震動におい

て，想定する地震や震源モデルにおける強震動生成域（SMGA）の配置は予測地震動

の大きさに直結する重要な因子である。シンプルな考え方ではあるが，対象サイトの

対象建物にとって影響が大きくなる震源位置が予めわかれば，その場所付近の震源を

選定したり，SMGA を配置したりすることで長周期地震動の震源位置依存性を考慮し

た設計用入力地震動の策定が可能となる。第 4 章では，これを実現するためのアイデ

アとして，Petukhin et al24)の可視化を建物応答に拡張することを考えた。Petukhin et al24)

では，南海トラフ沿いの地震を対象に大阪市此花区での長周期地震動を計算し，その

地動最大速度を震源域にプロットし可視化している。この地動最大速度を震源域にプ

ロットする可視化を建築構造物の応答に拡張して，建物周期・減衰定数を仮定した最

大応答値や継続時間の指標を用いてグリーン関数の分布を可視化する。また，可視化

したグリーン関数の空間分布に基づき SMGA を配置した場合と従来の SMGA 配置に

よる波形合成の結果を比較して，その効果を確認する。検討に併せて，グリーン関数

が大きくなる震源領域については，そこから生ずる地震波の伝播経路を推定すること

で空間分布の解釈が可能か検討する。 

 

最後に第 5 章では，本研究で得られた成果と知見を取りまとめるとともに，今後の

課題および展望について整理する。 
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第 2 章                     

堆積盆地と震源方位がサイトの長周期地震動に与える

影響について 
 

 

 

 

 

 

2.1 はじめに 

 

 本章では，サイトを限定して，その場所の震源位置による長周期地震動の変化の性

状を把握する。具体的には，変化の幅や重要な震源位置を把握する。観測記録や数値

シミュレーションに基づき，震源位置による長周期地震動の変動を確認し，それらの

特徴を整理する。本章では，長周期地震動を励起する比較的震源規模が大きな地震が

多く発生している関東平野を対象に検討を実施した。 

 第 2.2 節の観測記録に基づく検討では，関東平野周辺で発生した震源規模が中規模

以上の地震記録を収集し，それらを震源位置によりグルーピングを行い，各グループ

の特徴を調べた。 

 また，観測記録には震源条件の差異が含まれていることや地震記録がほとんどない

方位もある。そこで，第 2.3 節では，各方位について網羅的な検討を行うために，数

値シミュレーションに基づく検討を実施した。検討では，関東平野上のサイトを中心

として周囲 360°にそれぞれ震源を設置し，それらの計算地震動の差異を確認した。 
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2.2 観測記録に見られる震源位置による長周期地震動の変動 

 

(1) 検討に使用した観測データ 

 

 防災科学技術研究所により設置・運用されている強震観測網（K-NET，KiK-net）で

得られた地震記録を使用した。1996 年から 2015 年までに新宿サイト（TKY007）で地

震記録が得られた地震のうち，長周期地震動の励起されやすさなどを考慮して気象庁

マグニチュード 5.0 以上，震源深さ 100 km 以内，震源距離 500 km 以内の地震を対象

とした。また，対象とする周期 10 秒までの SN 比が良好な記録を使用した。 

図 2.1 に，検討に使用した地震記録の震央分布と対象としたサイト（観測点）を示

す。表 2.1 に示す対象観測点は全 6 点あり，長周期地震動が卓越しやすい関東平野上

の観測点（以後，平野サイト）として新宿（TKY007）・横浜（KNG002）・大宮（SIT010）

を，長周期地震動が卓越しにくいであろう関東平野周辺の岩盤上の観測点（以後，岩

盤サイト）として檜原南（TKYH13）・高萩（IBRH13）・みどり（GNMH14）を選定し

た。岩盤サイトの選定基準として，𝑉𝑆 が 2500 m/s を超える岩盤が地表から 100 m 以

内に現れることを条件した。 

観測記録の分析では，震源位置によるグルーピングを実施し，グループ間の差異を

調べた。地震は図 2.1 に示したグループ a～k の 11 つの地震グループに分類した。表 

2.2 にそれぞれの地震グループにおけるマグニチュード・震源深さの範囲と該当する

地震の個数を示す。また，それぞれのグループについて以下に補足する。 

 

グループ a： 

東京都心から北西方向に位置する内陸地殻内地震の地震グループ。新潟県中越地

震（2004 年 10 月 23 日）の本震や余震などが該当する。 

 

グループ b： 

関東平野の直下に位置する地震グループ。 

 

グループ c・d・e・f・k： 

東京都心から東～北東方向に位置する地震グループ。グループ c・d・f・k は太平

洋プレートにおけるプレート間地震・プレート内地震で構成される地震グループ。

グループ eは，東京都心から北東方向に位置する内陸地殻内地震の地震グループ。

グループ e は，グループ d と震源距離や震源方位が似ているが，震源深さが約 20 

km 以浅と比較的浅い。 

 

グループ g・h・i・j： 
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東京都心から南方に位置する地震グループ。グループ g は伊豆半島東の浅い地震

である。グループ h は南海トラフ沿いで発生したプレート境界地震である紀伊半

島南東沖地震（2004 年 9 月 5 日）の本震と余震である。グループ i は駿河トラフ

で発生した地震である。グループ j はフィリピン海プレートと太平洋プレート，

北米プレートが複雑に交差する地域で発生した地震である。 

 

 

 
 

図 2.1 震源分布と設定した地震グループおよび観測点分布 

  

震源 地震グループ 観測点

a

b
c

d

e

f

g

h

i

j

k

TKY007

KNG002

SIT010

IBRH13
GNMH14

TKYH13
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表 2.1 観測点一覧 

 
 

 

表 2.2 地震グループ一覧 

 
  

名称 観測点 分類 北緯 [°] 東経 [°] 標高 [m]

新宿 TKY007 平野サイト 35.7107 139.6859 34.0

横浜 KNG002 平野サイト 35.4371 139.6340 2.0

大宮 SIT010 平野サイト 35.9065 139.6481 12.8

檜原南 TKYH13 岩盤サイト 35.7017 139.1275 360.0

高荻 IBRH13 岩盤サイト 36.7955 140.5750 505.0

みどり GNMH14 岩盤サイト 36.4931 139.3219 360.0

地震
グループ

MJMA 震源深さ分布 [km] 個数

a 5.1 ~ 6.8 4.6 ~ 16.8 8

b 5.1 ~ 5.9 43.7 ~ 78.8 11

c 5.0 ~ 6.6 11.2 ~ 50.7 11

d 5.0 ~ 6.5 31.8 ~ 57.3 21

e 5.2 ~ 6.4 6.6 ~ 16.7 6

f 5.1 ~ 7.0 13.4 ~ 51.2 22

g 5.0 ~ 5.8 4.0 ~ 7.1 3

h 7.1 ~ 7.4 37.6 ~ 43.5 2

i 6.2 ~ 6.5 23.0 ~ 23.3 2

j 5.0 ~ 6.6 56.1 ~ 90.7 7

k 5.1 ~ 7.3 7.0 ~ 86.3 16

109
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(2) データ処理の方法 

 

 地震動の振幅特性の変動について検討するため擬似速度応答スペクトル（減衰定数

5%）を，位相特性の変動について検討するために群遅延時間（𝑡𝑔𝑟）の平均値 𝜇𝑡𝑔𝑟と

標準偏差 𝜎𝑡𝑔𝑟を計算した。群遅延時間の平均値 𝜇𝑡𝑔𝑟は，各振動数の波形の重心時刻

を表しており，例えば非定常スペクトルの各振動数について最大値を計算した場合と

類似した性状を示す。また，群遅延時間の標準偏差 𝜎𝑡𝑔𝑟は，各振動数の波形の継続時

間を表す指標である。 

 長周期地震動の記録を解析する際には，水平２成分をラディアル成分とトランスバ

ース成分に変換して，それぞれレイリー波とラブ波として検討をする場合が多い。し

かし，関東平野における長周期地震動の研究事例から，関東平野の地下構造により震

源からサイトまで地震波が直進するとは限らないことが知られている例えば 1)ため，ラ

ディアル成分・トランスバース成分がレイリー波・ラブ波と対応するとは限らない。

そこで本研究では，水平２成分を合成して複数方位の特徴を含む値を計算し，検討に

用いることにした。具体的には，水平２成分を用いて，NS 成分を基準に 15°刻みで

変えた方位成分を計算し，応答スペクトルについてはそれらの最大値を，群遅延時間

についてはそれらの平均値を計算した。 

 検討に用いた地震群は，その震源規模や各サイトまでの震源距離が異なるため，こ

れらを補正した上で，地震グループ間の比較を行う必要がある。本研究では，Boore2)

基づき震源特性および伝播経路特性を補正することとし，震源規模をMW = 7.0，震源

距離を 200 km となるように基準化した。この際，𝑉S = 3.2 km・𝑄 = 400 を仮定した。

この補正のプロセスにおいて必要になる各地震の地震モーメントは気象庁の地震月

報を参照し，値がないものについては，F-net の値を用いた。また，震源特性を決める

パラメータであるコーナー振動数については川瀬・松尾 3)の地震モーメントとコーナ

ー振動数の関係式より計算した。 

 さらに，主に S 波からなる実体波と長周期地震動の主成分である表面波について，

震源位置による変動の特徴の差異を比較するために，同一波形について以下の２通り

切出し区間を設定し，それらのスペクトルを計算することとした。具体的には，実体

波部区間として初動部から S 波部分を，表面波部を含む区間として後続波部を含む全

波部を対象とした。S 波部の推定では，前述の群遅延時間に基づき𝜇𝑡𝑔𝑟 + 𝜎𝑡𝑔𝑟を計算

して振動数 1～5 Hz の区間の平均値までを S 波部とした。この選定方法は，実体波は

振動数に伝播速度が依存しないこと・比較的高振動数では実体波が卓越することに基

づく。図 2.2 に実体波部の推定例を２つ示す。いずれの例についても，本研究の方法

で推定した実体波部は波形の見た目上の S 波部とおおむね対応している。 
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図 2.2 実体波部の推定例 
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(3) 結果 

 

 振幅特性に関する検討 

 

 ここでは，図 2.1 および表 2.2 に示した震源位置に基づき設定した地震グループに

ついて，まず振幅特性の特徴を概観する。図 2.3 に，全波部について計算した各地震

グループの平均応答スペクトルを示す。 

 図 2.3 より，岩盤サイトより平野サイトの振幅特性に見られる地震グループの変動

が大きく，その変動は短周期よりも長周期側で顕著であることがわかる。平野サイト

の長周期側では地震グループ a・g・h で大きな振幅となっており，その卓越度合いや

卓越周期は観測点によって違いが見られる。地震グループ g・h と同じ南西方位であ

る地震グループ i については，平野サイトにおいても振幅は大きくないため，一概に

震源方位のみで振幅特性の変動が説明できるわけでない。  

平野サイトにおいて，類似した震源方位と震源距離で，異なる震源深さである地震

グループ d と e を比較すると，震源が浅いグループ e の振幅が大きい傾向にあり，震

源の浅さが長周期地震動の振幅を大きくする因子の一つであることがわかる。しかし，

類似した震源深さである地震グループ a と e の差異は，類似した震央位置である地震

グループ d と e の差異よりも大きく，震源深さよりも震央方位の影響の方が大きいこ

とが推測される。 

次に，図 2.4 に各サイトおける各地震グループの平均応答スペクトルを用いて計算

した平均値と変動係数を全波部と実体波部について示す。この際，一部のサイトで記

録が得られていなかった地震グループ g・hを全てのサイトで除外して計算を行った。 

図 2.4 左の平均値を見ると，平野サイトの周期 5 秒以上の長周期帯では，実体波部

よりも全波部の方が大きな平均値となっており，短周期帯では両者の差異が小さい。

すなわち，平野サイトの長周期成分には後続部による影響が大きい。岩盤サイトでは

波形切り出し区間の差異は小さいように見える。また，図 2.4 右の変動係数を見ると，

平野サイトの周期 5 秒以上の長周期帯で大きな変動係数となっており，地震グループ

間の差異が大きいことがわかる。すなわち，平野サイトにおける地震動の振幅特性の

変動には，後続波部が大きく寄与することを示している。 
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図 2.3 各サイトにおける各地震グループの平均応答スペクトル 

 

 

  

図 2.4 各サイトでの応答スペクトルの平均値と変動係数 
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 位相特性に関する検討 

 

図 2.1 および表 2.2 に示した震源位置に基づき設定した地震グループについて，位

相特性の特徴を概観した。図 2.5 に，全波部に基づく 𝜇𝑡𝑔𝑟 （群遅延時間の平均値，

すなわち各周期の波群の中心時刻を示す）の各地震グループの平均値を示す。各グル

ープの平均値を計算する際には，実体波が卓越する短周期（周期 0.2～1 s）における 

𝜇𝑡𝑔𝑟 の平均が時刻 50 秒となるように波形の時刻を揃えている。すなわち図 2.5 に示

した群遅延時間は実体波の到達時刻から後続波の到達時刻の遅れを表す。 

図 2.5 より長周期成分の方が短周期成分よりも波群の重心位置が遅いことがわか

る。これは表面波の分散性と対応する特徴である。その遅れ方は，地震グループやサ

イトによって異なり，サイトを固定すれば，概ね周期 1～2 秒以上の長周期帯で地震

グループの差異が生じている。横浜サイトのように遅れ方の地震グループ間差異が小

さい平野サイトもあれば，檜原南サイトのように差異の大きい岩盤サイトもある。こ

れより，地震グループによっては長周期地震動の主成分である表面波は平野外（例え

ば，付加体や他平野）で生成され平野サイトに伝播していることが示唆される。 

地震グループ h は平野サイトに加え岩盤サイトである檜原南でも大きな分散性を

示す。地震グループ h に対して檜原南は岩盤～平野の端部に位置していることから，

関東平野の外を伝播する際に付加体や他平野によって分散性が生じたものと考えら

れる。 

 図 2.6 に，図 2.5 に示した各地震グループの平均 𝜇𝑡𝑔𝑟 を用いて計算した各サイト

の平均値と変動係数を示す。比較のため，全波部と実体波部について計算した結果を

示す。この際，一部のサイトで記録が得られていなかった地震グループ g・h を全て

のサイトで除外して計算を行った。 

 図 2.6 左より，全波部の 𝜇𝑡𝑔𝑟 には，平野・岩盤サイトを問わず分散性が見られ，

その分散性は平野サイトの方が大きい傾向にある。これは，岩盤サイトでも表面波が

生成され分散性を生み出し，それらが関東平野に入りさらに分散されたと解釈できる。 

 図 2.6 右より，全波部の 𝜇𝑡𝑔𝑟 に関する地震グループによる変動の大きさは，平野・

岩盤サイトによらないことがわかる。例えば岩盤サイトである高萩や檜原南の変動係

数が大きい。これは振幅特性（図 2.4）には見られない性状であり，両者は対応しな

いことがわかった。上述したように平野外において表面波が生じているものの，振幅

は小さいことによる。 

続いて，図 2.7 に，全波部に基づく 𝜎𝑡𝑔𝑟  （群遅延時間の標準偏差，すなわち各周

期の波群の継続時間を示す）の各地震グループの平均値を示す。図 2.7 より，振幅や 

𝜇𝑡𝑔𝑟 と比較すると，𝜎𝑡𝑔𝑟  に関する地震グループ間の変動は小さいことが確認できる。

すなわち，各周期の波群の継続時間は震源方位に大きな影響を受けておらず，今回使
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用した記録の範囲では，震源位置による長周期地震動の継続時間の変動は，波群の長

さの変動によるものではなく，表面波の分散度合いが変動することによる，見かけの

継続時間の変動であることがわかる。 

図 2.8 に，図 2.7 に示した各地震グループの平均 𝜎𝑡𝑔𝑟  を用いて計算した各サイト

の平均値と変動係数を示す。比較のため，全波部と実体波部について計算した結果を

示す。𝜎𝑡𝑔𝑟  の変動係数を見ると周期帯によらず同様の値となっている。これは，振幅

特性や 𝜇𝑡𝑔𝑟 とは異なる特徴である。なお，高萩サイトでは地震グループ e の値が極

端に小さいが，これは高萩サイトにとって地震グループ e は直下の地震であるためで

あることが関係していると考えられる。図 2.5 でも 𝜇𝑡𝑔𝑟 の分散性が非常に小さくな

っている。 

 

  



22 

  
図 2.5 各サイトにおける各地震グループの 𝝁𝒕𝒈𝒓の平均値 

 

 

   

図 2.6 各サイトの 𝝁𝒕𝒈𝒓の平均値と変動係数 
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図 2.7 各サイトにおける各地震グループの 𝝈𝒕𝒈𝒓の平均値 

 

   

図 2.8 各サイトでの 𝝈𝒕𝒈𝒓の平均値と変動係数 

新宿（平野サイト） 横浜（平野サイト） 大宮（平野サイト）

檜原南（岩盤サイト） 高萩（岩盤サイト） みどり（岩盤サイト）

[s
]

[s
]

[s
]

[s
]

[s
]

[s
]

Period [s] Period [s] Period [s]

Period [s] Period [s] Period [s]

a b c d e f g h i j k地震グループ：

(b) 実体波部

M
ea

n
 V

al
u

e 
[c

m
/s

]

V
ar

ia
ti

o
n

 C
o

ef
fi

ci
en

t 
[-

]

M
ea

n
 V

al
u

e 
 [

cm
/s

]

V
ar

ia
ti

o
n

 C
o

ef
fi

ci
en

t 
[-

]

Period [s] Period [s]

Period [s] Period [s]

(a) 全波部

新宿 檜原南横浜 大宮 高萩 みどりサイト：



24 

(4) まとめ 

 本節では，観測記録に基づき震源位置による長周期地震動の変動について検討を実

施した。以下に観測記録に見られた特徴・わかったことを示す。 

岩盤サイトより平野サイトの方が，長周期帯における地震グループの振幅特性の変

動が大きかった。東京都心を基準として北西・南東方向の地震（地震グループ a・g・

h）で振幅特性が大きい傾向が見られた。ただし，同じ南東方向である地震グループ i

では振幅特性が大きくなく，詳細な位置によって性状が変わる可能性がある。 

また，同一方面の地震で震源深さが異なる地震グループの振幅特性を比較し，震源

の浅さが長周期地震動の振幅を大きくする因子の一つであることがわかった。ただし，

今回検討したデータセットの範囲では，震源深さの差異よりも震央位置の影響の方が

大きい傾向にあった。 

平野サイトの方が岩盤サイトよりも分散している傾向にあったが，岩盤サイトでも

分散性が確認でき，平野外でも表面波が生成されていることがわかった。一方で，振

幅特性では岩盤サイトの振幅は小さいため，実際にその振幅が大きく増幅されたのは

平野を伝播する際であると考えられる。 

また，各周期の波群の継続時間には地震グループ間の大きな差異は確認できず，今

回使用した記録の範囲では，関東平野における長周期地震動の継続時間の実態は各周

期の波群の長さではなく，分散性による見かけの継続時間の長さの違いであることが

わかる。すなわち，建物の振動特性にもよるが，地動の時刻歴波形の見かけの継続時

間と，建物応答の揺れが対応しない可能性がある。 
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2.3 数値シミュレーションに基づく長周期地震動の変動幅の検討 

 

(1) 数値シミュレーションの方法と条件 

 

数値解析は，3 次元地盤モデルを対象に有限差分法 4)による計算を実施した。図 2.9

に，対象サイトを示す。本節では新宿サイトを中心に基本的な検討を進めることにし

た。新宿サイトの緯度経度は K-NET 新宿地点とした。また，丸の内・横浜（KNG002）・

大宮（SIT010）・千葉（CHB009）も検討に加え，サイト間の差異も確認した。 

図 2.10 に新宿サイトを対象とした検討で設定した震央位置を示す。震央方位およ

び深さについて検討を行うため，以下のように震源位置を設定した。震央はサイトか

ら見て，方位角 0 度（北）を基準とし，時計回りに 15 度間隔で配置した。その際，

震央距離が 100 km と 150 km となるように震央の緯度経度を設定した。震源深さは，

10 km・30 km・50 km とし，震源時間関数は三角型（ライズタイム 2 秒），地震モーメ

ントは 1018 Nm を設定した。ただし，本論文で議論するポイントは震源位置による地

震動の変動であり，同一周期帯での地震動の震源位置による変化に注目するため，震

源時間関数の設定が結果に与える影響はほとんどないと考えられる。3 次元地盤モデ

ルは，関東平野の盆地構造に着目した検討を行うため，地震本部の全国 1 次地下構造

モデル 5)のうち，地震基盤以浅の地盤モデルを使用した。関東平野の地下構造の特徴

として，地震基盤の深さが，東京都心や横浜では 3 km 程度，千葉付近では 4 km 程度，

大宮付近では 2 km 程度の深さと，他平野に加えて深い。卓越周期としては，東京都

心で 6～8 秒程度，千葉付近で 9 秒程度となる。 

差分法の条件について記す。空間と時間の離散化については，空間刻みを 200 m，

時間刻みを 0.01 秒とした。本解析による参照可能な最小周期は 2 秒である。地盤モ

デルの端部は無反射境界 6)と 20 格子の吸収境界 7)とした。非弾性減衰の参照周期は 2

秒とし，計算は Graves4)の手法に従った。 

本検討では，対象サイトは少数であるが，震央方位や震央距離および震源深さを変

えた多数のパターンの震源によるグリーン関数を計算しなければならない。通常の差

分法による計算をすると，（グリーン関数の最大 18 成分×震源のパターン）回の差分

法による計算を実施する必要がある。こういった問題に対して，平井・福和 8)は弾性

体における相反定理の考え方を差分法に適応して計算コストを削減しながら堆積盆

地上のグリーン関数を計算する方法を提案している。本検討でも，相反定理を差分法

に適応して計算量の削減を図った。相反定理を利用した計算では，対象サイトの位置

において水平 2 方向と上下方向のインパルス加振を行った場合の波動場をそれぞれ

計算し，震源位置において歪テンソルを求めることで，各震源でのインパルス的なモ

ーメントテンソルの解放による対象サイトでの変位を表すグリーン関数を一度に得
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ることができる。従って，相反定理を利用した場合は，水平 2 方向と上下方向加振の

計 3 回の差分法による計算で全震源に対する新宿地点のグリーン関数を計算するこ

とができる。 

 

 

図 2.9  対象サイト 

 

図 2.10  震央位置の設定例（新宿サイト） 
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(2) 結果 

 

 グリーン関数の時刻歴波形 

 

図 2.11 に，震央距離 100 km の各方位の震央による新宿地点のグリーン関数の時刻

歴波形を示す。差分法に用いた地盤モデルと今回の離散化の条件から参照可能な最小

周期は 2 秒であるため，周期 2 秒以上を通すフィルタを施している。図 2.11 の各線

色は図 2.10 の震央の色に対応しており，各図の最下部の波形は新宿から見た方位角

が 0 度（北）の震源によるグリーン関数である。図中ではグリーン関数の成分を 𝐻𝑖𝑝𝑞 

と表記した。これはモーメントテンソルの pq 成分の単位インパルスによって生じる

地震動速度の i 成分を表す。座標系については，各震央方位で共通とするために，ラ

ディアル（r），トランスバース（t），上下（z）を用いた。グリーン関数の独立な成分

は 18 成分であるが，図 2.11 ではそのうち表面波の生成に特に深く関わるであろう 2

成分を抽出した。ラブ波の水平成分に寄与する 𝐻𝑡𝑟𝑡 とレイリー波の水平成分に寄与

する 𝐻𝑟𝑟𝑧 である。 

震央方位によるグリーン関数の変動に注目すると，約 35 秒に現れる初動について

は方位間の変動は小さく，40 秒以降では方位間の変動が明瞭に現れていることがわ

かる。特に震源深さ 10 km では方位間の変動が明瞭である。ラブ波に寄与する 𝐻𝑡𝑟𝑡 

では，西南西から北西の震央方位（A17～A22）にかけて後続波の振幅が大きく，北

（A24・A1・A2）と南東（A9・A10）の震央方位について後続波の継続時間が長い。

また，レイリー波の水平成分に寄与する 𝐻𝑟𝑟𝑧 では，西南西から北西の震央方位（A16

～A21）と北（A24・A1）について後続波の振幅が大きく，南東（A9）の震央方位に

ついて後続波の継続時間が長い。このように，振幅が大きい方位と継続時間が長い方

位については，𝐻𝑡𝑟𝑡 と 𝐻𝑟𝑟𝑧 で概ね対応している。ただし，北の震央について，𝐻𝑡𝑟𝑡 

では継続時間が長いが，𝐻𝑟𝑟𝑧 では振幅が大きい方位であり，グリーン関数の成分によ

って性状が異なる方位と言える。 

次に，震央方位によるグリーン関数の変動と震源深さの関係に注目すると，震源が

深くなるにつれて震央方位による時刻歴波形の変動が不明瞭になる傾向がある。特に

レイリー波に寄与する 𝐻𝑟𝑟𝑧 では，この傾向がより顕著である。 
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図 2.11 グリーン関数の時刻歴波形（新宿サイト・震央距離 100km） 

線色は図 2.10 の色と対応 
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 グリーン関数の応答スペクトル 

 

 速度応答スペクトルとエネルギースペクトルを用いて周期毎の性状を調べる。応答

スペクトルとエネルギースペクトルは，減衰定数 5%を基本として，一部 2%・20%の

スペクトルと比較する。 

図 2.12 に，グリーン関数の 𝐻𝑡𝑟𝑡 と 𝐻𝑟𝑟𝑧  成分のスペクトル性状が震央方位によ

り変化する様子を示す。図には，東・西・南・北の震央方位のスペクトルと他方位の

スペクトル（灰色線），全方位のスペクトルの幾何平均（黒破線）を示す。ラブ波に寄

与する 𝐻𝑡𝑟𝑡 の速度応答スペクトルは，時刻歴波形で振幅が大きい西南西から北西の

震央方位（A17～A22）にかけて広い周期で平均を超える速度応答となっている。ま

た，時刻歴波形の継続時間が長い北（A1）と南東（A9）の震央方位についても平均を

超える速度応答となる周期がある。一方で，南東から南南西の震央方位（A11～A15）

については広い周期帯で平均よりも小さい速度応答となっている。レイリー波に寄与

する 𝐻𝑟𝑟𝑧 の速度応答スペクトルを見ると，𝐻𝑡𝑟𝑡 成分と同様に時刻歴波形の特徴と対

応しており，西南西から北西の震央方位（A16～A21）と北（A24・A1）および南東（A9・

A10）について大きな速度応答となっている。これらの特徴は時刻歴波形に見られた

震央方位による違いと対応している。 

また，グリーン関数の両成分について方位によってピーク周期が異なる様子が見ら

れる。平均値を超えるような大きな速度応答となるスペクトルのピーク周期に注目す

ると，その範囲は 3 秒程度（𝐻𝑡𝑟𝑡, A21）から 7 秒程度（𝐻𝑡𝑟𝑡, A9）にわたり広く変動す

ることがわかる。ただし，現実に地震動予測を行う際には，震源特性等の影響で地震

動のピーク周期が今回のグリーン関数のそれとは異なる可能性があることに留意が

必要である。 

次にエネルギースペクトルを見ると，震央方位による変化の性状は速度応答スペク

トルと対応する結果となっている。一方で，時刻歴波形の継続時間が長い震央方位の

エネルギースペクトルを見ると，全方位の中での大小関係が速度応答スペクトルとは

異なる部分もある。例えば，𝐻𝑡𝑟𝑡 成分における A1 の周期 9 秒成分や A9 の周期 4 秒

成分について，速度応答スペクトルでは最大値となる方位ではないが，エネルギース

ペクトルでは最大値かそれに近い値となっている。 

 図 2.13 に，震央方位によるスペクトルの変化と震源深さの関係を示す。グリーン

関数の時刻歴波形で既に見られたように，どの成分についても震源深さが深くなるほ

ど，震央方位によるスペクトルの変化が小さくなることがわかる。特に 𝐻𝑟𝑟𝑧 につい

てはこの傾向が顕著である。なお，グリーン関数の 𝐻𝑡𝑟𝑡 成分の周期 5～10 秒のよう

に震源深さが深くなっても震央方位による変化が見られる周期帯もあるが，浅い震源

と比較するとその変化の幅は小さいことがわかる。 



30 

図 2.14 に，震央方位によるスペクトルの変化と震央距離の関係を示す。全震央方

位に共通する特徴として，震央距離 150 km のスペクトルには短周期よりも長周期側

の成分が多く含まれており，震央距離 100 km のスペクトル性状とは異なった性状と

なっている。特に震央距離 100 km の 𝐻𝑟𝑟𝑧 の速度応答スペクトルに見られた周期 3

秒強のピーク（A9）は震央距離 150 km では他の震源方位の値に埋もれてしまってい

る。また，震央距離 150 km の中で大きいスペクトルとなる方位の値は，震央距離 100 

km の小さい方位となる方位よりも大きくなることを確認した。 

図 2.15 に，震央方位によるスペクトルの変化と減衰定数の関係を示す。減衰定数

が変わると，当然そのスペクトル形状も変化するが，これに加えて震央方位による大

小関係にも変化が見られる。例えば，𝐻𝑡𝑟𝑡 の速度応答スペクトル（減衰定数 2%）の

周期 9 秒に見られた北の震央方位（A1）のピークが，減衰定数が大きくなるにつれ他

の震央方位の値に埋もれる様子が確認できる。北の震央方位（A1）の𝐻𝑟𝑟𝑧 の周期 6 秒

のピークについても同様である。これらは，同じ地点においても，対象とする建物の

減衰特性によっては，影響の大きい震源方位が異なることを示唆している。 

 ところで，ここまでは 𝐻𝑡𝑟𝑡  と 𝐻𝑟𝑟𝑧  成分といった対象サイト（新宿）における成

分をトランスバース成分とラディアル成分に限り検討を行ってきた。しかし，既往の

研究 1),9),10)で指摘されているように，関東平野を伝播する地震波の中には，震央から

サイトに向けて直線的に伝播せず，迂回するような伝播経路を辿る表面波も存在する。

このような地震動については，その主軸がトランスバース軸とラディアル軸と対応し

ない可能性が高い。そこで，図 2.16 には，グリーン関数の𝐻𝑡𝑟𝑡 成分と RotD10011)（𝐻𝑡𝑟𝑡 

および 𝐻𝑟𝑟𝑡 から計算）の比較，グリーン関数の 𝐻𝑟𝑟𝑧 成分と RotD100（𝐻𝑟𝑟𝑧 および 

𝐻𝑡𝑟𝑧 から計算）の比較を示す。図の細部を見るとグリーン関数の成分と RotD100 で

異なる部分も見られるが，振幅が大きい震央方位のスペクトルを比較すると両者の差

異はほとんどなく，新宿地点については，主軸の変化が応答に与える影響は小さいと

考えられる。 
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図 2.12 グリーン関数のスペクトル（新宿サイト・震央距離 100km・震源深さ 10km） 

線色は図 2.10 の色と対応 
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図 2.13 震源深さによるグリーン関数の震源位置依存性の変化（新宿サイト・震央

距離 100km） 線色は図 2.10 の色と対応 

 

 
図 2.14 震央距離によるグリーン関数の震源位置依存性の変化（新宿サイト・震源

深さ 10km） 線色は図 2.10 の色と対応 

 

 

Focal depth 10 km

2 105 20

Period [s]

2 105 20
0.2

0.5

1

2

5

10

20

50

,
[c

m
/s

]

0.2

0.5

1

2

5

10

20

50

, 
[c

m
/s

] Focal depth 10 km

( Epicentral distance 100 km )

2 105 20

Period [s]

2 105 20

Focal depth 30 km

Focal depth 30 km

0.2

0.5

1

2

5

10

20

50

,
[c

m
/s

]

0.2

0.5

1

2

5

10

20

50

, 
[c

m
/s

]

Period [s]

2 105 20

2 105 20

Focal depth 50 km

Focal depth 50 km

0.2

0.5

1

2

5

10

20

50

,
[c

m
/s

]

0.2

0.5

1

2

5

10

20

50

, 
[c

m
/s

]

(Focal depth 10 km)

2 105 20

Period [s]

2 105 20

Epi. distance 100 km

Epi. distance 100 km

0.2

0.5

1

2

5

10

20

50

,
[c

m
/s

]

0.2

0.5

1

2

5

10

20

50

, 
[c

m
/s

]

Period [s]

2 105 20

2 105 20

Epi. distance 150 km

Epi. distance 150 km

0.2

0.5

1

2

5

10

20

50

,
[c

m
/s

]

0.2

0.5

1

2

5

10

20

50

, 
[c

m
/s

]



33 

 

 
図 2.15 減衰定数によるグリーン関数の震源位置依存性の変化（新宿サイト・震央

距離 100km） 線色は図 2.10 の色と対応 

 

 
図 2.16 グリーン関数の成分と RotD100 の比較 

線色は図 2.10 の色と対応 
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 首都圏におけるグリーン関数の震源位置による変化 

 

 ここで，速度応答スペクトルやエネルギースペクトルと震央方位の関係について，

改めて整理する。図 2.17 に，減衰定数 2%・20%の速度応答スペクトル・エネルギー

スペクトルの周期 3 秒から 5 秒の幾何平均と震央方位の関係を示す。減衰定数や周期

帯は一般的な超高層建物や免震建物を想定している。図の上側がラブ波に寄与する 

𝐻𝑡𝑟𝑡  成分を，下側がレイリー波に寄与する 𝐻𝑟𝑟𝑧成分を示す。各図の青色が震央距離

100 km，橙色が震央距離 150 km の結果を示す。図の絶対値（半径値）がスペクトル

の幾何平均値を，角度が北を基準とした震央方位を表す。また，図中の青色と橙色の

実線は，それぞれの震央距離に関する全震央方位の最大値（外側の実線）と最小値（内

側の実線）を表している。 

 各図に共通する傾向として，震央方位によるスペクトルの振幅が変化しており，震

央距離 150 km の最大方位の値よりも震央距離 100 km の値の方が小さくなる複数の震

央方位が確認できる。また，同じ震央距離について最大方位と最小方位を比べると 3

倍～7 倍の違いとなることがわかる。振幅が大きくなる震央方位については 3 章の結

果と対応しており，具体的には，ラブ波に寄与する 𝐻𝑡𝑟𝑡は西から北西にかけて大きな

振幅となっており，次いで北と東南東の方位の振幅が大きい。レイリー波に寄与する  

𝐻𝑟𝑟𝑧 は西北西と東南東で振幅が大きい。 

 次に，図 2.9 の他地点についても同様にグリーン関数と震央方位の関係を調べる。

なお，震源位置については各地点で共通ではなく，それぞれのサイトを中心として，

新宿地点と同様の手順で設定した。図 2.18 に，5 地点の減衰定数 5%の速度応答スペ

クトルの周期 3 秒から 5 秒の幾何平均と震央方位の関係を示す。まず，新宿地点と丸

の内地点は，水平距離で 8 km 程度離れているものの，大きくは類似した特徴を示し

ている。しかし，西側の震央方位については両地点に大きな違いが見られ，丸の内地

点の振幅が新宿地点を大きく上回っている。また，横浜地点では他サイトと比較して，

どの方位についても応答が小さい，千葉地点では南東の震央方位について応答が大き

い，大宮地点では北東の震央方位についても応答が大きい，などサイト毎に特徴が見

られる。全地点に共通する特徴として，主に西側の震央方位について応答が大きくな

る傾向があり，首都圏では共通して西側の震源による地震動が大きくなりやすいこと

が推測される。 
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図 2.17 震央方位によるグリーン関数の変化 
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図 2.18 各サイトにおける震央方位によるグリーン関数の変化 
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(3) まとめ 

 

 本節では，数値シミュレーションに基づき震源位置による長周期地震動の変動につ

いて検討を実施した。以下に数値シミュレーション結果に見られた特徴・わかったこ

とを示す。 

まず新宿サイトを対象に，震央方位によるグリーン関数の変動を概観した。グリー

ン関数の時刻歴波形の確認から，グリーン関数の成分によって異なるものの，南西か

ら北西や北側の震央方位で後続波の振幅が大きく，北や南東の震央方位で継続時間が

長いことがわかった。また，グリーン関数のスペクトルから，震央方位によりピーク

周期が異なることが確認された。全方位の平均値を超える大きな速度応答に限っても

周期 3 秒～7 秒と幅広く変動することがわかった。 

震央方位によるグリーン関数の変動と震源深さの関係に注目すると，震源が深くな

るにつれて震央方位による振幅の変動が不明瞭になる傾向があった。また，同じ震央

方位で異なる震央距離のスペクトルを比較した結果，同じ方位でも震央距離が異なれ

ば他の震央方位と比較した振幅の卓越度合いが異なることがわかった。 

震央方位によるグリーン関数の変動と応答スペクトルの計算に用いた減衰定数を

比較した。その結果，減衰定数によって影響の大きな震央方位が異なることがわかっ

た。すなわち，同じサイトであっても建物の振動性状によっては影響が大きな震央方

位が異なることがわかる。 

 次に，新宿サイト以外のサイトについて検討を実施した。新宿地点と丸の内地点は，

水平距離で 8 km 程度離れているものの，大きくは類似した特徴を示している。しか

し，西側の震央方位については両地点に大きな違いが見られ，丸の内地点の振幅が新

宿地点を大きく上回っている。また，横浜地点では他サイトと比較して，どの方位に

ついても応答が小さい，千葉地点では南東の震央方位について応答が大きい，大宮地

点では北東の震央方位についても応答が大きい，などサイト毎に特徴が見られる。全

地点に共通する特徴として，主に西側の震央方位について応答が大きくなる傾向があ

り，首都圏では共通して西側の震源による地震動が大きくなりやすいことが推測され

る。 
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2.4 本章のまとめ 

 

 観測記録や数値シミュレーションに基づき，震源位置による長周期地震動の変動の

特徴を調査した。得られた特徴を以下に示す。 

 

・新宿サイトを対象に，観測記録の分析や数値シミュレーションを実施したところ，

両方に共通して東京都心から南東から北の方角の地震で地震動の振幅が大きくな

る傾向が見られた。なお，各震源方位に等価な震源を設定した数値シミュレーショ

ンの結果では，その卓越周期が周期 3 秒～7 秒と幅広く変動することがわかった。 

・震央方位によるグリーン関数の変動と応答スペクトルの計算に用いた減衰定数を比

較した。その結果，減衰定数が異なっても，振幅が大きい震央方位の大きな特徴は

同じであるが，厳密には振幅が大きい震央方位の中での大小関係が減衰定数により

異なっていることを確認した。すなわち，同じサイトであっても建物の振動性状に

よっては影響が大きな震央方位が異なる可能性がある。 

・複数サイトについて，震央方位によるグリーン関数の変動を確認した。今回対象と

した主要都市部に共通する特徴として，主に西側の震央方位について応答が大きく

なる傾向が見られたが，基本的には同じ関東平野上のサイトでも，サイトによって

影響の大きな震央方位が異なることがわかった。 

・長周期地震動の変動に関係する因子として震源方位に加え，震源深さが重要である

ことがわかった。具体的には，震源が浅ければ（10 km 程度）であれば方位による

長周期地震動の変動が明瞭に確認できるが，震源が深くなるほど変動は不明瞭にな

る傾向にあった。これは，震源深さが深ければ，震源方位によらずサイトの直下近

くから堆積層に入射する実体波の成分が大きくなり，震源方位による差異が薄まる

が，震源深さが浅ければ水平方向に伝播する表面波の成分が大きくなり，震源方位

により表面波の伝播経路が異なるため，それが地震動の変動を生み出すと推測され

る。 

・関東平野におけるサイト（平野サイト）の観測記録では長周期帯の振幅に変動が見

られ，関東平野周辺の岩盤サイトでは変動の度合いは小さかった。これより，関東

平野の地下構造が長周期地震動の変動に大きな影響を与えていることが確認され

た。 
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第 3 章                     

堆積盆地と震源方位が長周期地震動の伝播経路特性に

与える影響と要因分析 
 

 

 

 

 

 

3.1 はじめに 

 

本章では，第 2 章で明らかにしたサイトにおける長周期地震動の変化の要因を把握

する。具体的には，震央から都市部のサイトを結ぶ線上に分布する複数のサイトの記

録やシミュレーション結果を用いて，震源位置による長周期地震動の伝播経路やその

伝播経路特性（距離減衰性状や増幅性状）の変化を分析する。 

第 3.2 節では，単純な不整形地下構造モデルとして楕円形状の盆地モデルを作成し， 

震源方位の異なる複数の震源を用いて数値シミュレーションを行った。その上で，震

源方位の違いによる計算地震動の変動や，この変動と波の伝播経路の関係を調べた。

波の伝播経路は数値シミュレーション結果を用いてセンブランス解析を実施して算

出した。次に，第 3.3 節では，第 2 章と同じく関東平野を対象にして，数値シミュレ

ーションと観測記録を用いて，波の伝播経路と地震動の関係を調べた。 
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3.2 簡易な数値シミュレーションに基づく長周期地震動の伝播経路特性に関する基礎

的検討 

 

(1) 数値シミュレーションの方法と条件 

 

数値解析は，3 次元地盤モデルを対象に有限差分法 1)による計算を実施した。図 3.1

と表 3.1 に，解析に使用した地盤モデルを示す。盆地モデルは楕円形の平面形状で，

全 4 層で構成され，盆地最深部は 4 km の深さとなっている。盆地規模や物性値につ

いては，全国 1 次地下構造モデル 2)の関東平野における地下構造モデルを参考に設定

している。 

図 3.1 に，数値解析で設定した震源位置を星印で示す。震央方位について検討を行

うため，以下のように震源を設定した。震央は楕円盆地中心から見て，図中上を基準

として時計回りに𝜃 = 0°，30°，60°，90°の方位に設置した。震源メカニズムと

して，dip-slip（走向：𝜃 + 90°，傾斜 90°，すべり角 90°）と strike-slip（走向：𝜃 + 

90°，傾斜 90°，すべり角 0°）を仮定した。また，震源深さは 10 km として，震央

距離が 100 km となるように設置した。震源時間関数は三角型（ライズタイム 2 秒），

地震モーメントは 1 Nm を設定した。ただし，ここで議論するポイントは震源位置に

よる地震動の変動であり，同一周期帯での地震動の震源位置による変化に注目するた

め，震源時間関数の設定が結果に与える影響はほとんどない。 

差分法の条件について記す。空間と時間の離散化については，空間刻みを 250 m，

時間刻みを 0.02 秒とした。本解析による参照可能な最小周期は 3 秒である。地盤モ

デルの端部は無反射境界 3)と 20 格子の吸収境界 4)とした。非弾性減衰の参照周期は 2

秒とし，計算は Graves1)の手法に従った。 
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図 3.1  解析に使用した地盤モデル 

 

 

表 3.1 地盤モデルの物性値 
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(2) 結果 

 

 震源方位による盆地内の振幅分布の変動 

 

 図 3.2 に，EQ1～EQ4 の振幅値の空間分布を示す。振幅値として，各計算地点につ

いて算出した減衰定数 5%の速度応答スペクトルから，周期 3～5 秒の平均値と周期 5

～7 秒の平均値を計算した。また，表面波であるレイリー波とラブ波について性状を

確認するため，dip-slip については Radial 成分を，strike-slip については Transverse 成

分を用いて空間分布を描画した。 

 図 3.2 を概観すると，黒破線で囲まれた盆地内地点において，震央側の盆地端部付

近に盆地端部の形状に沿った振幅分布が確認できる。これは震央位置や周期によらず

概ね共通した性状である。 

一方，水色の破線で示した領域では，震央距離に依存せず盆地内における卓越した

大きな振幅となる部分が見られる。この部分については，EQ1～EQ4 の震央位置の違

いにより変化が大きく，生じる場所が異なっている。また，震央位置による変化ほど

ではないものの，周期や成分によっても位置が変化することが確認できる。図 3.1 に

示した地下構造の通り，盆地内部では広い範囲で同一の水平成層構造であるため，図 

3.2 のような不均質な空間分布はサイト直下の地下構造に起因するものではないと考

えられる。 

 

 

 

図 3.2 異なる震源位置による速度応答値（h = 5%）の空間分布の変化 
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図 3.2 異なる震源位置による速度応答値（h = 5%）の空間分布の変化（つづき） 
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図 3.2 異なる震源位置による速度応答値（h = 5%）の空間分布の変化（つづき） 
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 震源方位による地震波の伝播経路の変化と振幅分布の関係 

 

 次に，図 3.2 に見られた盆地内の特定の場所で大きな振幅となった原因について，

波動伝播の観点から検討を行う。有限差分法により計算した時刻歴波形群について，

波の伝播方向と伝播速度を推定するセンブランス解析 5)を実施した。 

センブランス解析では式(1)のセンブランス値 𝑆0  が最大となるような伝播速度と

伝播方位をグリッドサーチにより推定した。ここで式(1)について，𝑢 は速度波形，𝑡 

は時刻，𝑖・𝑗 はそれぞれ地点と単一時間窓内の時刻のサフィックスを示す。𝛥𝑡𝑖0 は基

準地点と𝑖 地点との走時差であり，伝播方位に沿った基準地点と𝑖 地点との水平距離

を伝播速度で除して求まる。また，グリッドサーチの条件として，伝播速度は 0.5～

4.0 km/s を 0.05 km/s 刻みで，伝播方位は計算地点と震央の方位角±60°を 1°刻みで

探索した。N はセンブランス解析に使用したサイトの数である。 

 

𝑆0(𝑡) =
1

𝑁

∑ (∑ 𝑢(𝑡𝑗 + Δ𝑡𝑖0)𝑖 )
2

𝑗

∑ ∑ 𝑢2(𝑡𝑗 + Δ𝑡𝑖0)𝑖𝑗

  (1) 

 

 図 3.3 から図 3.6 に，EQ1～EQ4 について各時刻のスナップショットおよびその時

刻±2.5 s 間の波形を用いたセンブランス解析の結果を矢印で示す。この際，式(1)のセ

ンブランス値が 0.5 以上である結果のみ矢印を示した。センブランス値が小さいほど，

センブランス解析を実施した地点間の波動に相関が小さい，すなわちランダムな波動

伝播となる。また，盆地内の波動伝播に注目するため，基盤の𝑉𝑆 = 3.2 [km/s]を超え

る結果については，灰色の矢印で描画して目立ちにくくしている。図には，図 3.2 に

水色で示した振幅が卓越する領域を再度示している。 

図 3.3 から図 3.6 において，水色で示した振幅が卓越する領域に注目すると，直進

する波動と盆地に沿って回り込んだ波動が合流することで振幅が大きくなっている

様子が確認できる。具体的には，図 3.3 から図 3.6 の時刻 80 秒から 120 秒にその様

子が確認できる。 

また，同様の震央方位でも成分や周期によって卓越する位置が異なり，これは盆地

端部等で励起されたと表面波が成分や周期によって伝播速度が異なることに起因す

ると考えられる。 
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図 3.3 スナップショット EQ1 

（センブランス値が 0.5 以上の点のみ矢印を描画） 
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図 3.3 スナップショット EQ1 （つづき） 

（センブランス値が 0.5 以上の点のみ矢印を描画） 
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図 3.4 スナップショット EQ2 

（センブランス値が 0.5 以上の点のみ矢印を描画） 
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図 3.4 スナップショット EQ2 （つづき） 

（センブランス値が 0.5 以上の点のみ矢印を描画） 
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図 3.5 スナップショット EQ3 

（センブランス値が 0.5 以上の点のみ矢印を描画） 
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図 3.5 スナップショット EQ3 （つづき） 

（センブランス値が 0.5 以上の点のみ矢印を描画） 
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図 3.6 スナップショット EQ4 

（センブランス値が 0.5 以上の点のみ矢印を描画） 
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図 3.6 スナップショット EQ4 （つづき） 

（センブランス値が 0.5 以上の点のみ矢印を描画） 
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(3) まとめ 

 

 本節では，単純な不整形地下構造モデルとして楕円形状の盆地モデルを作成し， 

震源方位の異なる複数の震源を用いて数値シミュレーションを行った。その上で，震

源方位の違いによる計算地震動の変動や，この変動とセンブランス解析により推定し

た波の伝播経路の関係を調べた。 

 まず，震央方位の異なる解析ケースについて，振幅値の空間分布を比較した。その

結果，震央距離に依存せず盆地内における卓越した大きな振幅となる部分が見られ，

この部分については，EQ1～EQ4 の震央位置の違いにより変化が大きく，生じる場所

が異なっていた。また，震央位置による変化ほどではないものの，周期や成分によっ

ても位置が変化することが確認できた。 

 次に，数値シミュレーションの結果について，センブランス解析を実施し，波動伝

播の性状と上記の領域の関係を調べた。その結果，上記の振幅が卓越する領域につい

て，直進する波動と盆地に沿って回り込んだ波動が合流することで振幅が大きくなっ

ている様子が確認できた。また，同様の震央方位でも成分や周期によって卓越する位

置が異なり，これは盆地端部等で励起されたと表面波が成分や周期によって伝播速度

が異なることに起因することが示唆された。 
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3.3 観測記録に見られる震源位置による伝播経路特性の変動とその要因 

 

本節では，長周期地震動の伝播特性と震源位置による変化とその変化の原因を検討

する。(1)と(2)において使用するデータや数値解析モデルおよびデータ処理の方法を

述べる。(3)では震源方位が異なる複数の地震を対象に伝播特性（振幅特性および位相

特性と震央距離の関係）の地震間の差異を調べる。次に(4)では，(3)で見られた伝播特

性の地震間変化の原因を調べるため，3 次元数値解析結果に基づき表面波の伝播経路

を推定し，地震間の比較および振幅特性と震央距離の関係との対応を調べた。また，

それぞれの検討においては観測記録と数値解析の比較を行った。 

 

 

(1) 検討に使用した観測記録と数値解析モデルについて 

 

 対象とした地震観測記録 

 

関東平野周辺で発生した地殻内地震から，記録に長周期成分が含まれる比較的規

模の大きな M6.5 程度の 3 地震を選定した。表 3.2 に地震一覧を，図 3.7 に各地震の

震央と使用した観測点を示す。対象観測点は震源から東京都心（以後，単に都心と

呼ぶ）の伝播特性に着目するために，関東平野とその周辺の K-NET・KiK-net 観測点

のうち，震源から K-NET 東雲（TKY016）を結ぶ経路を中心に分布する観測点に限

定した。図 3.7 に×で示す観測点は，近隣地点と比べて記録長が短く，主要な位相

が記録されていない可能性があるため，●の観測点とは区別して表示する。 

 

 数値解析の方法とモデル 

 

数値解析は，2 次元地盤モデルと 3 次元地盤モデルを対象に有限差分法 1)による計

算を実施した。2 次元解析と 3 次元解析の双方を実施した意図としては，2 次元的な

波動伝播が支配的となる波動場では 2 次元解析と 3 次元解析は類似するが，一方で波

線が水平方向に回り込むなど 3 次元的な波動伝播が支配的となる波動場では両者は

異なると考えられることから，震源位置による伝播特性の変化について，2 次元的な

地下構造で評価が可能か，それとも 3 次元的な地下構造の不整形を考慮する必要があ

るかの議論の材料とするためである。2 次元解析では線震源を仮定して計算した SH

波動場と P-SV 波動場を震源距離の平方根で除して点震源の結果に換算した。 

震源諸元は表 3.2 を使用し，複双力源の点震源を仮定した。震源時間関数は三角形

型，ライズタイム 2 秒を設定した。図 3.8 に 3 次元解析に使用した全国 1 次地下構造

モデル 2)の地震基盤の分布を示す。関東平野は，広い範囲で地震基盤深さが 3 km 程

度であり，加えて盆地構造を有し，盆地端部の概形は図中に波線で示す形状をしてい
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る。都心から EQ1 と EQ2 の震央を見た場合に盆地端部が凸形状となっており，盆地

端部で表面波が生成されると，その表面波が都心方向へ集中するように伝播すること

が予想される。また，2 次元地盤モデルは震央と TKY016 を結ぶ直線（図 3.8）に沿

った断面とした。なお，全国 1 次地下構造モデルは，海洋プレートまでモデル化され

ているが，ここでは盆地構造に着目した検討を行うため，地震基盤以浅の 4 層モデル

を使用する。表 3.3 に各層の物性値を示す。また表 3.4 に数値解析条件を示す。モデ

ル端部は無反射境界 3)と吸収境界 4)とし，非弾性減衰の与え方は Graves1)の手法に従

った。また，側線における計算結果の出力間隔は 2 km とした。 

 

表 3.2 検討対象とした地震一覧 

 
 

 

図 3.7 各地震の震央（★）と観測点（●） 

（×は後述の理由で●と区別して検討する観測点） 

 

 

  

No JMA

Latitude Longitude M Mw M0

(Nm)

Depth

(km)

Strike

(°)

Dip

(°)

Rake

(°)

EQ1 2004．10． 23 18:34 37.306N 138.930E 6.5 6.3 2.93e+18 11 33 31 84

EQ2 2011． 3． 15 22:31 35.310N 138.715E 6.4 5.9 8.38e+17 8 31 69 22

EQ3 2011． 4． 12 14:07 37.053N 140.644E 6.4 5.9 7.05e+17 8 76 89 141

Date Time

(JST)
Epicenter F-net

35

36

37

38

139 140 141

EQ1

TKY016

139 140 141

EQ2

TKY016

139 140 141

EQ3

TKY016
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図 3.8 地震基盤深さの分布（破線は盆地端部の概形）  

 

表 3.3 地盤モデルの物性値 

 
 

表 3.4 数値解析条件 
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]

0

1

2

3

4

5

6

7

8

35

36

37

38

139 140 141 142138

EQ1

EQ2

EQ3

TKY016

Layer V P

(km/s)

V S

(km/s)

ρ

(g/cm
3
)

Q P Q S

1 1.8 0.5 1.95 170 100

2 2.3 0.9 2.10 306 180

3 3.0 1.5 2.25 510 300

4 5.5 3.2 2.65 680 400

３次元解析

SH P-SV

空間刻み　水平 (m) 200 200 200

空間刻み　鉛直 (m) 100 100 100

時間刻み (s) 0.006 0.02 0.01

最小周期 (s) 2.0 2.0 2.0

モデル端部の
境界条件

非弾性減衰(Q値)

２次元解析

無反射境界+吸収境界(20 grid)

Gravesの手法
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(2) データ処理の方法および各種スペクトルの計算方法と計算条件 

 

振幅および位相特性と震央距離の関係について地震間および周期間・成分間（ラデ

ィアル・トランスバース成分）の比較を行った。振幅の指標としてフーリエ振幅を，

位相の指標として群遅延時間の平均値（𝜇𝑡𝑔𝑟）および標準偏差（𝜎𝑡𝑔𝑟）を用いた。その

際，NS・EW 成分からラディアル・トランスバース成分に回転変換を行った。実体波

と長周期地震動の主成分である表面波の性状を比較するために，S 波初動以降 20 秒

間（S 波）と S 波初動以降 163.84 秒間（S 波+コーダ波）を用いて上記の指標を計算

した。S 波初動は波形ペーストアップと走時に基づき決定した。S 波の記録や 163.84

秒に満たない S 波+コーダ波の記録に関しては後続に 0 を加えて 163.84 秒とした。波

形の切出しに際して，前後 2 秒のコサインテーパーを施した。フーリエ振幅スペクト

ルの平滑化にはバンド幅 0.05 Hz の Parzen ウインドウを用いた。群遅延時間の平均値

や標準偏差を計算する際のバンド幅は 0.05 Hz とした。 

図 3.9 に観測記録の速度波形のペーストアップと S 波切出区間の例を示す。ペース

トアップは速度波形に震央距離の平方根を乗じて基準化している。Koketsu and 

Kikuchi6)や Furumura and Hayakawa7)は都心から見て EQ2 と類似した方向の 1998 年伊

豆半島東方沖の地震や EQ1 と類似した方向の 2004 年新潟県中越地震において関東平

野の端部で励起された表面波が観測されたことを指摘している。図 3.9 においても，

平野外では S 波が卓越し，平野内ではコーダ波の振幅が大きくなっていることから，

平野端部付近で表面波が励起されたと考えられる。また，図 3.9 における震源寄りの

平野外の波形の S 波部分は 20 秒間の切出し区間と対応している。平野端部付近では

S 波と表面波の分離が困難であり，S 波区間に表面波が含まれている可能性があるこ

とに留意が必要である。ところで，図 3.9 の観測点名に×を付けた記録は，近隣地点

よりも記録長が短く主要な位相が記録されていない可能性があるため，以後の検討で

は異なる凡例を用いて図に示すこととする。図 3.7 に×で示した観測点についても同

様である。
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図 3.9  観測記録のペーストアップ（速度波形）と S 波切出し区間の例
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(3) 結果（各種指標と震央距離の関係） 

 

 震源位置による伝播経路特性の変動（振幅） 

 

 図 3.10 に観測記録の S 波と S 波+コーダ波の速度フーリエ振幅と震央距離の関係

を示す。前述の通り，平野内の他の記録よりも継続時間が短い記録を×で示した。ま

た，距離減衰の傾きを比較するため，基盤スペクトルの距離減衰曲線を示した。基盤

スペクトルの算出には，Boore8)における震源項と幾何減衰項を抽出した式(1)を使用し

た。ただし，観測記録には堆積層による増幅効果が含まれるため，ここでは基盤スペ

クトルの 1 倍・2 倍・5 倍・10 倍の値を計算した。 

 

𝐴(𝑓) =
𝑅𝜃𝜑 ∙ 𝐹𝑆 ∙ 𝑃𝑅

4𝜋𝜌𝑉S
 𝑀0

2𝜋𝑓

1 + (𝑓/𝑓C)2 
 
1

𝑅
              (1) 

 

ここで，𝐴 は基盤スペクトル（速度），𝑓 は振動数である。𝑀0 は地震モーメント，

𝜌 は密度，𝑉S はせん断波速度であり，表 1 に示した地震モーメントと，F-net の震源

推定で使用される地下構造モデル Kubo et. Al9)から震源深さに対応する密度・せん断

波速度を設定した。また，𝑅𝜃𝜑は震源放射特性，𝐹𝑆は自由表面による増幅，𝑃𝑅 は水平

2 成分へのエネルギー分割係数，𝑓C はコーナー振動数，𝑅は震源距離であり，𝑅𝜃𝜑 =

0.63，𝐹𝑆 = 2，𝑃𝑅 = 1/√2 とした。𝑓C は川瀬・松尾 10)の内陸地殻地震に関する地震モー

メントとコーナー振動数の関係式から計算した。 

図 3.10 において平野内外の違いに注目すると，平野外では S 波と S 波+コーダ波の

振幅が類似し，それらの減衰の仕方は基盤スペクトルの減衰性状と概ね対応する。す

なわち,平野外では表面波の励起が小さく実体波が卓越する。一方，平野内では，S 波

+コーダ波の振幅が S 波を上回っており，さらに S 波+コーダ波の振幅は平野端部か

らの距離の増加に伴い連続的に増大する傾向にある。  

図 3.10 において平野内の S 波+コーダ波と S 波の振幅の差に注目すると，地震間・

周期間で差の大きさが異なっている。地震間の比較では，EQ3 と比べて EQ1・EQ2 で

は，S 波に対する S 波+コーダ波の振幅が大きい傾向にある。また，EQ1・EQ3 では，

周期 2 秒よりも周期 4 秒以上において，S 波に対する S 波+コーダ波の振幅が大きく，

周期 2 秒の表面波の励起が小さい傾向にある。一方で，EQ2 では周期 2 秒においても

S 波に対して S 波+コーダ波の振幅が大きくなっており，震源方位によって表面波が

励起されやすい周期も異なることを確認した。 

次に，振幅特性に関して観測記録と数値解析結果を比較する際，地下構造の影響に

注目するために震源特性（地震モーメントやライズタイム，放射特性など）をキャン

セルすることを考えた。今回対象とした3地震の気象庁マグニチュードは近いものの，
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F-net の地震モーメントで見ると倍程度の違いがあり，それに伴いコーナー振動数も

異なる可能性が高いため，震源特性をキャンセルすることで地震間の比較がしやすく

なる。スペクトルインバージョン 11)は，多数の震源と多数の観測点の記録に基づき震

源特性を推定できるが，現在のところ，震源方位による長周期地震動の変化をモデル

化できる方法はない。そこで本論では，S 波とコーダ波を含む区間のフーリエ振幅ス

ペクトルを S 波のフーリエ振幅スペクトルで除すことで，震源特性をキャンセルする

ことを考えた。なお，S 波とコーダ波で幾何減衰やサイト増幅特性は異なると考えら

れ，S 波+コーダ波/S 波の振幅比には，この影響が残っているものの，今回注目する

都心の周辺では，共通した観測点を使用しているため，サイト増幅特性については，

影響が小さい。また，幾何減衰の違いについては，表面波が励起された部分から影響

が出始め，励起部分からの距離が遠くなるほど，実体波と表面波の乖離が大きくなる

ことに留意が必要である。 

図 3.11 に観測記録および数値解析結果の S 波に対する S 波+コーダ波の速度フー

リエ振幅比と震央距離の関係を示す。観測記録の平野内外の違いに注目すると，平野

外の振幅比が 1 に近いが，平野内では平野端部からの距離に応じて振幅比が増加して

いる。これは，平野端部で励起された表面波が平野内を伝播するとともに増幅される

ことと，表面波の幾何減衰が実体波より小さいことによると考えられる。振幅比の増

加の傾向には地震間や周期間・成分間で違いがある。地震間および周期間の比較では，

EQ1 の周期 4～8 秒や EQ2 の周期 2～8 秒，EQ3 の周期 6～8 秒で振幅比の増加が大き

く，短周期よりも長周期側で増加が大きい傾向がある。同じ周期でも地震間で増加の

傾向が異なっており，例えば，周期 8 秒のラディアル成分では EQ2＞EQ1＞EQ3 の順

で傾きが大きい。また，成分間の比較では，ラディアル成分よりもトランスバース成

分の方が平野端部近くで振幅比の増大が始まっていることがわかる。これは，ラブ波

とレイリー波の伝播速度の違いが影響していると考えられる。例えば，EQ1 の地下構

造断面（図 3.11 下部）における震央距離 150 km 地点に関して，その 1 次元地盤モデ

ルから周期 6 秒の表面波の群速度を計算すると，レイリー波（基本モード）が 0.9 km/s・

ラブ波（基本モード）が 0.6 km/s となっており，レイリー波の方がラブ波よりも伝播

速度が速く，表面波が S 波区間から早く分離すると考えられる。 

 図 3.11 における数値解析結果と観測記録を比較すると，平野端部で振幅比が増加

することやその振幅値について 2 次元解析と観測記録の傾向は概ね対応しており，基

本的には 2 次元的な波動伝播とサイト周辺の増幅特性により振幅特性の傾向が説明

できる。しかし，2 次元と 3 次元の数値解析結果で観測記録との対応に違いがあるケ

ースも見られ，これらについては 3 次元的な波動伝播の影響があると考えられる。例

えば，EQ1 の周期 8 秒のトランスバース成分は，基本的に 2 次元と 3 次元は対応して
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いるものの，観測記録の振幅比が増加する震央距離 200km 付近では，3 次元解析＞2

次元解析となり，3 次元解析の方が観測記録に近い。同じく EQ1 の周期 8 秒のラディ

アル成分でも，震央距離 150～200 km の範囲で 3 次元解析＞2 次元解析の関係となっ

ている。一方，EQ1 の周期 4 秒と 6 秒のトランスバース成分についても，観測記録で

は震央距離 200km 付近に振幅比の増大が見られるが，2 次元でも 3 次元でも再現でき

ていない。また，EQ2 の周期 2 秒・6～8 秒のラディアル成分および周期 4～8 秒のト

ランスバース成分では，震央距離が 100～150 km の範囲で概ね 3 次元解析＞2 次元解

析の関係となっており，3 次元の結果が観測記録と近いことを確認した。 

 また，図 3.11 に×で示した記録を見ると，特に周期 6～8 秒では数値解析結果や近

隣地点の観測記録の値よりも小さい傾向がある。この理由としては，記録長が短く主

要な位相が記録されていないことが考えられる。  

 以上の検討により，S 波+コーダ波と S 波の振幅の差が平野端部から増加すること

と，この増加の傾向が地震間・周期間・成分間で異なっており，この要因として 2 次

元解析で考慮される 2 次元的な波動伝播とサイト周辺の増幅特性に加えて，3 次元解

析で考慮される 3 次元的な波動伝播の影響が示唆された。第 3.2 節の単純な楕円モデ

ルを用いた検討結果と同様の 3 次元波動伝播の影響が関東平野の実際の地下構造に

ついても確認できた。 
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 震源位置による伝播経路特性の変動（位相） 

 

図 3.12 に観測記録および数値解析結果の S 波+コーダ波と S 波の群遅延時間の平

均（μtgr）を示す。μtgrは各周期の波群の重心となる時刻を示す。なお，群遅延時間は

発震時刻を 0 秒として計算し，μtgr から震源距離を数値解析で使用した地震基盤の S

波速度（3.2 km/s）で除して概算した S 波到達時間を引いて描画している。 

図 3.12 における S 波+コーダ波の μtgrは，平野端部までは概ね一定の値であるが，

平野端部を過ぎると傾きをもって増加する。図 3.12 に青線と青字で TKY016 地点の

1 次元地盤モデルから計算した表面波基本モードの群速度を示す。ラディアル成分に

レイリー波，トランスバース成分にラブ波の群速度を示す。これを観測記録や数値解

析結果を比較すると，特に周期 6 秒以上において S 波+コーダ波の μtgrの傾きが類似

する傾向を示しており，平野内における S 波+コーダ波の主要な部分が表面波である

とわかる。 

TKY016 の周辺では観測点が密になっておりこの部分の μtgrに注目すると，ある傾

きに対してばらつきが小さい地震・成分とばらつきが大きい地震・成分がある。EQ1

のトランスバース成分では平野規模でみると，平野端部から徐々に増加しているよう

に見えるが，TKY016 の周辺ではばらつきが大きい。一方，EQ2 のトランスバース成

分では測点が集中する付近でも傾きに対してばらつきが小さい。ここから EQ1 の方

が EQ2 よりも複雑な波動伝播となっている可能性があることがわかる。 

また，同じく TKY016 の周辺では，EQ3 よりも，EQ1 や EQ2 の S 波と S 波+コーダ

波の差が大きい。これは，EQ1 や EQ2 の方が，TKY016 と表面波が励起される平野端

部の距離が長いことによる。実体波に対して，表面波の到達が遅くなるほど，波形全

体の見かけの継続時間が長くなるため，都心の長周期地震動にとって，平野端部から

の距離も重要な要素であると考えられる。 

図 3.12 において観測記録と数値解析結果の μtgrを比較すると，どのケースでも概ね

対応しているが，EQ1 の震央距離 200km 付近や EQ2のラディアル成分の震央距離 100

～150km 付近で観測記録の方が，伝播速度が遅い傾向にあることがわかった。なお，

振幅比の検討においても，EQ1 の震央距離 200km 付近における周期 6 秒の振幅比が

観測と数値解析で合わない傾向にあった。 

図 3.13 に群遅延時間の標準偏差（σtgr）を示す。群遅延時間の標準偏差（σtgr）は波

群の広がり，すなわち波群の継続時間を示す。図 3.13 の S 波および S 波+コーダ波の

観測記録の σtgrは，大局的には平野外よりも平野内で大きな値（波群の継続時間が長

い）となっており，その差は 10 秒程度である。図 3.9 の観測記録のペーストアップ

を見ると，平野内では 100 秒以上継続する記録が複数見られており，これは σtgrの伸

長に加え，μtgrの分散により見かけの継続時間が長くなったと考えられる。また，観測
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記録と数値解析結果の σtgrが概ね対応していることが確認できる。しかし，上述の μtgr

の対応が悪い区間について，特に EQ1 と EQ2 のラディアル成分では，観測記録の方

が波群の継続時間が長い傾向にある。 

 以上の検討により，S 波+コーダ波の μtgrの震央距離に対する傾きが平野端部を境に

大きくなることと，その傾向が地震間や成分間で異なっていることがわかった。S 波

+コーダ波の σtgr については，平野外に比べて平野内で大きな値となることがわかっ

た。  
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(a) EQ1           (b) EQ2           (c) EQ3 

図 3.10 フーリエ振幅と震央距離の関係。（図 3.7 に×で示した観測点の記録を×で

示す。最下部の図は震央-TKY016 線に沿った地下構造断面） 
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(a) EQ1           (b) EQ2           (c) EQ3 

図 3.11 フーリエ振幅比（S 波＋コーダ波/S 波）と震央距離の関係。（図 3.7 に×で

示した観測点の記録を×で示す。最下部の図は震央-TKY016 線に沿った地下構造断

面） 
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(a) EQ1           (b) EQ2           (c) EQ3 

図 3.12 群遅延時間の平均（𝝁𝒕𝒈𝒓）と震央距離の関係。図中の青線は TKY016 地点

の 1 次元地下構造から計算した表面波の群速度（基本モード）を示す。ラディアル成

分にはレイリー波，トランスバース成分にはラブ波の群速度を示した。  
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(a) EQ1           (b) EQ2           (c) EQ3 

図 3.13 群遅延時間の標準偏差（𝝈𝒕𝒈𝒓）と震央距離の関係。図 3.7 に×で示した観測

点の記録を×で示す。最下部の図は震央-TKY016 線に沿った地下構造断面。 
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(4) 結果（表面波の伝播方位に関する検討） 

 

 前項の観測記録と数値解析の比較から，2 次元地下構造の影響に加えて，3 次元的

な波動伝播が各指標と震央距離の関係に影響することが示唆された。既往の研究 6, 7, 

11)において，1998年伊豆半島東方沖の地震や2004年新潟県中越地震などの地震では，

震央方向ではなく関東平野西端から回り込むように都心へ伝播する表面波や複数の

経路を辿る表面波の存在が指摘されている。そこで本項では，3 次元数値解析結果か

ら各地震における表面波の伝播方位を推定して，振幅分布との比較を行う。また，観

測記録からも同じように表面波の伝播方位を推定して 3 次元数値解析結果と比較す

ることにした。 

  

 

 表面波の伝播方位の推定方法 

 

 3 次元有限差分法による数値解析結果にセンブランス解析を用いて表面波の伝播方

位を推定した。具体的には，対象周期を中心とした狭帯域のバンドパスフィルターを

施した数値解析による計算波形と観測波形を用いてセンブランス解析を実施した。周

期 6 秒と周期 8 秒を対象とし，バンドパスフィルターをそれぞれ 5.5～6.5 秒・7.5 秒

～8.5 秒とした。  

図 3.14 にセンブランス解析の対象とする観測点および数値解析の計算点を示す。

対象点から半径 9 km以内に位置する観測点もしくは計算点を使用して解析を行った。

図 3.15～図 3.16 に 3～10 秒のバンドパスフィルターを施した速度波形のペーストア

ップとセンブランス解析および振幅分布（スナップショット）を描画する時刻を赤色

の実線で示した。赤点線はセンブランス解析に使用した 15 秒間の時間窓を示す。3 次

元数値解析結果と観測記録における TKY016 の波形で振幅が大きくなる時刻を対象

時刻とした。また，センブランス解析では式(2)のセンブランス値 S 0が最大となるよ

うな位相速度と伝播方位をグリッドサーチにより推定した。位相速度は 0.2～3.5 km/s

を 0.05 km/s 刻みで，伝播方位は対象点－震央の方位角±90°を 5°刻みで探索した。 

 

𝑆0(𝑡) =
1

𝑁

∑ (∑ 𝑢(𝑡𝑗 + ∆𝑡𝑖0)𝑁
𝑖=1 )𝑀

𝑗=1

2

∑ (∑ 𝑢2(𝑡𝑗 + ∆𝑡𝑖0)𝑁
𝑖=1 )𝑀

𝑗=1

              (2) 

 

 ここで，u は速度波形，M は時間窓内のサンプル数，N は地点数を示す。また，tjは

時刻，Δti0は基準地点と i 地点との走時差であり，伝播方位に沿った基準地点と i 地点

の水平距離と伝播速度から求まる。 
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 表面波の伝播方位と振幅分布の関係 

 

 図 3.17～図 3.19にEQ1～3に関する振幅分布およびセンブランス解析結果を示す。

振幅分布を描画する際には，センブランス解析と同様な狭帯域のバンドパスフィルタ

ーを施した計算波形の包絡形に震源距離を乗じた上で，地震・周期・成分毎に TKY016

の振幅で基準化した波形を使用した。各図には，センブランス解析により推定した伝

播方向と位相速度を矢印の向きと大きさで示した。数値解析を表す矢印を黒色で，観

測記録を表す矢印を青色で，数値解析・観測記録を表す矢印のうちセンブランス値が

0.5 を下回り測点間の相関が低い結果を灰色と水色の矢印で示した。表面波の伝播に

注目するため，伝播速度が 2.5 km/s 以内に推定された結果のみ矢印を表示している。

また，震央からの距離を同心円，震央－TKY016 を結ぶ直線を点線で示す。図 3.20 に

1 次元地盤モデルから計算した表面波の位相速度（基本モード）を示す。位相速度が

2.5 km/s を超える大きい値となる場所を除けば，周期 6 秒のレイリー波は 1.5 km/s～

2.0 km/s 程度・ラブ波は 1.0～1.5 km/s と，概ね 1.5 km/s を境に表面波の種類が異なる

ことがわかる。周期 8 秒では概ね 2.0 km/s が境となる。後ほど，センブランス解析に

より計算した位相速度と比較して，3 次元数値解析や観測記録において卓越する表面

波の種類の推定を試みる。図 3.20 には盆地端部の概形（図 3.8 と同様）を破線で示

す。位相速度分布は地震基盤の深度分布と対応しており，盆地端部を境に位相速度が

変化する。また，長い周期では盆地内の位相速度が遅い領域が狭くなっている。 

図 3.17～図 3.19 の 3 次元数値解析結果に基づく表面波の伝播を俯瞰的に見ると，

地震や周期・成分毎に特徴的な波動伝播をしている。3 次元数値解析結果に基づくセ

ンブランス解析の結果と観測記録に基づく結果を比較すると，細部には違いが見られ

るものの，大局的には両者が対応することが確認できる。 

EQ1（図 3.17）では震央－TKY016 線に沿って伝播する波動に加え，関東平野の西

端から南東に向かって伝播する波動が見られ，両成分が合流して大きな振幅分布とな

っている。この振幅分布が大きい部分では，図 3.11 に関して述べた振幅比が 3 次元

解析＞2 次元解析の関係となる震央距離と対応している。なお，センブランス解析に

より求めた周期 6 秒の位相速度は，前者の波動で 2.0 km/s 弱，後者が 0.6～1.1 km/s 程

度であり，前者の波動がレイリー波・後者の波動がラブ波に対応する。周期 8 秒も同

様である。 

EQ2（図 3.18）ではどの周期・成分についても，東京都東部から千葉県西部・東部

にかけて波が北東向きから東向きにカーブする様子が見られ，この周辺で波が集中し

ている。盆地端部の概形に沿う形にカーブしており，盆地端部付近の地下構造により

反射もしくは屈折が生じたと考えられる。波が集中する部分については，EQ1 と同じ

く図 3.11 の振幅比における 3 次元解析＞2 次元解析の関係と対応している。なお，セ
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ンブランス解析により求めた位相速度は，成分によらず 2.0 km/s 程度とレイリー波に

対応する。また，主に時刻 55 秒において，関東平野の西端に沿う形で南北にわたる

振幅分布が見られ，時間の経過とともに西から東へ伝播する様子が確認できる。周期

8 秒のトランスバース成分では，TKY016 周辺に対して南西から伝播する波動と上述

の関東平野の西端から東へ伝播する波動が都心で合流しており，この部分も図 3.11

の振幅比における 3 次元解析＞2 次元解析の関係に対応している。なお，センブラン

ス解析による位相速度は，周期 6 秒のラディアル成分で 2.0 km/s 程度・トランスバー

ス成分で 0.8～1.4 km/s 程度であり，それぞれレイリー波とラブ波に対応する。 

EQ3（図 3.19）では周期 6・8 秒のラディアル成分および周期 8 秒のトランスバー

ス成分は，同心円状に伝播する傾向があり，振幅が大きくなる領域も概ね同心円状で

ある。センブランス解析による周期 6秒の位相速度は，ラディアル成分で 1.7～2.0 km/s

程度・トランスバース成分で概ね 1.5 km/s 以下であり，それぞれレイリー波とラブ波

に対応する。 

ところで，同じ地震・成分でも，周期によって波動伝播の性状が異なる点もある。

特徴的な例としては，EQ1 のラディアル成分に注目すると，上述のように震央－

TKY016 線に沿って伝播する波動と関東平野の西端から南東に伝播する波動が都心で

集中する点は類似しているが，振幅が大きくなる場所に違いが見られる。周期 6 秒で

は震央－TKY016 線上の震央距離 150～200km で最大となるが，周期 8 秒では震央距

離 200～250 km で最大となる。これは周期によって表面波の位相速度分布が異なるた

めであり，周期 6 秒よりも周期 8 秒の方が，位相速度が大きく，盆地外の位相速度と

値が近くなるため波の曲がりが小さくなり，集中する場所が震央側の盆地端部から遠

い位置になったと考えられる。 

以上から，震源方位や周期・成分によって関東平野内の表面波の伝播経路が異なり，

波動が集中する場所が異なることがわかった。EQ1・EQ2 では関東平野西端で励起さ

れた表面波と震央方向から伝播する表面波が集中し，都心から震央を見た場合に盆地

端部（各図の破線）が凸となる場合には，表面波が都心方向へ集中するように伝播す

ることが確認できた。加えて，EQ2 では東京都東部から千葉県西部・東部にわたる盆

地端部周辺で伝播経路が曲がることで表面波が集中しており，盆地から見て震央とは

反対側の盆地端部周辺でも，表面波が集中することが確認できた。また，これら波動

が集中する場所では，図 3.11 に示した振幅比において 3 次元解析が 2 次元解析を上

回ることを確認した。ここから，波動が集中する場所が震源位置で異なることが振幅

特性と震央距離の変化の原因の一つであることがわかった。 
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図 3.14 センブランス解析における解析対象点 
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図 3.15  3 次元数値解析波形のペーストアップ（速度）とセンブランス解析の対象時刻 
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図 3.16 観測析波形のペーストアップ（速度）とセンブランス解析の対象時刻 
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図 3.17 スナップショットとセンブランス解析結果（EQ1）  
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図 3.18 スナップショットとセンブランス解析結果（EQ2） 
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図 3.19 スナップショットとセンブランス解析結果（EQ3） 



79 

 

図 3.20  1 次元地盤モデルから計算した表面波の位相速度（基本モード） 
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(5) まとめ 

 

本節では，関東平野周辺における長周期地震動の伝播特性（振幅特性および位相特

性と震央距離の関係）が震源位置でどのように変化するかを調べ，その変化の原因の

把握を試みた。以下に各項の検討内容と得られた結論を示す。 

 

(3)では，震源方位が異なる複数の地震を対象に伝播特性（振幅特性および位相特性

と震央距離の関係）と震源位置による違いを調べた。振幅特性としてS波+コーダ波と

S波のフーリエ振幅および両者のフーリエ振幅比を，位相特性として群遅延時間の平

均値と標準偏差を用いて，これらと震央距離の関係を調べた。ここで得られた結論を

以下に示す。 

・今回用いた3地震に共通した特徴として，S波に対するS波+コーダ波の振幅比およ

びS波+コーダ波の位相特性は，平野端部を境にして値や震央距離に対する傾きが

変化することがわかった。振幅比とμtgrは傾きが増大し，σtgrは値が大きくなる傾

向にあった。 

・上記の振幅比やμtgrの傾きの傾向が，震源位置で異なることがわかった。 

・以上から，震源方位に依存した盆地端部から都心部へ至る表面波の増幅や減衰の

性状が，都心部での長周期地震動の変動の要因であると考えられる。 

 

(4)では，(3)で見られた振幅特性と震央距離の関係の地震間変化の原因を調べるた

め，3次元数値解析結果と観測記録に基づき表面波の伝播経路を推定し，地震間の比

較および振幅特性と震央距離の関係との対応を調べた。ここで得られた結論を以下に

示す。 

・地震や周期・成分によっては，複数の伝播経路を辿る表面波の合流が見られ，波

動が集中する場所が，(3)における観測記録や3次元数値解析結果の振幅特性が2次

元数値解析結果よりも大きくなる場所と対応することを確認した。加えて，新潟

方面の地震（EQ1）や静岡方面の地震（EQ2）では関東平野西端で励起された表

面波と震央方向から伝播する表面波が合流しており，都心から震央方向を見て，

盆地端部の形状が凸となる場合に集中しやすいことがわかった。また，静岡方面

の地震（EQ2）で見られたように平野内を伝播する表面波が，震央とは反対側の

盆地端部で曲がり，その波と直線的に進む表面波が集中しており，震央とは反対

側の盆地端部でも集中が生じやすいことがわかった。 
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3.4 本章のまとめ 

 

第 3 章では，震央から都市部のサイトを結ぶ線上に分布する複数のサイトの記録や

シミュレーション結果を用いて，震源位置による長周期地震動の伝播経路やその伝播

経路特性（距離減衰性状や増幅性状）の変化を分析することで，堆積盆地と震源位置

による長周期地震動の変動の要因について検討を行った。第 3.2 節では，単純な楕円

型の盆地モデルを用いて，震源方位の違いによる地震動の変動や波の伝播経路の関係

を調べた。第 3.3 節では，関東平野における観測記録や数値シミュレーション結果を

用いて震源方位の違いによる地震動の変動や波の伝播経路の関係を調べた。以下に得

られた知見を示す。 

 

・第 3.2 節における単純な盆地モデルによる検討，第 3.3 節における関東平野におけ

る検討の結果，盆地内における表面波の波線（伝播経路）の集中が，長周期地震動

の変動の要因の一つであることがわかった。具体的には，異なる震央方位の複数の

地震について，盆地内における表面波の伝播経路および振幅の空間分布を確認する

と，表面波が集中して振幅が大きくなる場所が震央方位によって異なることがわか

った。 

・盆地端部の形状が盆地内部に対して凸となる場合に，盆地内部において振幅が増幅

しやすい傾向が見られた。これは，盆地端部付近よりも盆地内部の方が表面波の伝

播速度が遅いため，盆地端部付近～盆地内部で屈折した表面波が集合するためであ

る。関東平野における，南～北の方位における盆地端部形状がこれに対応する。 

・逆に，盆地端部の形状が盆地内部に対して凹となる場合には，表面波は波面を広げ

るように伝播し，集中しづらいため，振幅としても大きくなりにくい。こういった

特徴が第 3.3 節の検討における距離減衰性状に現れていると考えられる。関東平野

における，北～東の方位における盆地端部形状がこれに対応する。 
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第 4 章                     

長周期地震動の変動を設計用地震動に反映する方法の

提案 
 

 

 

 

 

 

4.1 はじめに 

 

 前章までには，関東平野における長周期地震動の観測記録や数値シミュレーション

に基づき，震源位置によって長周期地震動が変動する性状について検討を行った。本

章では，本性状を設計用地震動の策定に反映する方法の提案とその効果の検証を行う。 

設計用入力地震動において，想定する地震や震源モデルにおける強震動生成域

（SMGA）の配置は予測地震動の大きさに直結する重要な因子である。シンプルな考

え方ではあるが，対象サイトの対象建物にとって影響が大きくなる震源位置が予めわ

かれば，その場所付近の震源を選定したり，SMGA を配置したりすることで長周期地

震動の震源位置依存性を考慮した設計用入力地震動の策定が可能となる。本章では，

これを実現するためのアイデアとして，Petukhin et al1)の可視化を建物応答に拡張する

ことを考えた。具体的に Petukhin et al1)では，南海トラフ沿いの地震を対象に大阪市此

花区での長周期地震動を計算し，その地動最大速度を震源域にプロットし可視化して

いる。この地動最大速度を震源域にプロットする可視化を建築構造物の応答に拡張し

て，建物周期・減衰定数を仮定した最大応答値や継続時間の指標を用いてグリーン関

数の分布を可視化した。 

 本章では，関東地方で発生が危惧されており，都市部への影響も大きな相模トラフ

沿いのプレート境界地震を対象にグリーン関数の空間分布を可視化し，空間分布に基

づき SMGA を配置した場合と従来の SMGA 配置による波形合成の結果を比較して，

その効果を確認した。また，前章までに取り扱った地震と比較して，相模トラフの震

源域は関東平野の直下に分布しているため，グリーン関数が大きくなる震源領域につ

いて，そこから生ずる地震波の伝播経路を推定することで前章までと同様に空間分布

の解釈が可能か検討した。  
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4.2 数値解析の条件と使用したモデル 

 

Petukhin et al1)に基づき，3 次元有限差分法による数値解析を実施し，震源域におけ

る震源‐サイトを結ぶグリーン関数の空間分布を調べた。建築構造物の応答に着目す

るため，グリーン関数から応答スペクトルとエネルギースペクトルを計算し，それら

をプロットすることにした。次に，既往の震源モデルに基づき地震波合成した結果と，

グリーン関数が大きくなる領域に SMGA を配置した地震波合成の結果を比較した。

また，グリーン関数が大きくなる領域について，有限差分法で計算した波動場からセ

ンブランス解析を用いて伝播経路を調べ，グリーン関数との関係を分析した。以下に

具体的な解析条件等を示す。 

 

(1) 検討の対象とする震源域とサイト 

 

 広域な想定震源域を有する相模トラフ沿いのプレート境界地震と関東地方の都市

部における長周期地震動を対象とした。本地震については，関東都市部への影響の大

きさから行政機関等による地震動予測が活発に実施されている 2),3),4)。図 4.1 にこれ

らの地震動予測で使用された震源モデルの SMGA を示す。東京都と中央防災会議の

震源モデル 3), 4)は過去の地震による震度分布から決められているのに対し，地震調査

研究推進本部の震源モデル 2)では多様性が考慮されており，SMGA の配置だけでも 20

ケース以上が想定されている。 

 ここでは地下構造モデルと既往の震源モデルを参考に，図 4.2 に示す震源領域を解

析対象とした。具体的には，全国一次地下構造モデル 5)における北米プレートとフィ

リピン海プレートの境界を抽出した。加えて，中央防災会議の震源モデル設定 4)では，

深さ 53 km 以深において上記領域でのプレート境界地震が発生していないことを考

慮して震源モデルの最深部を 53 km としており，本検討でもこれを網羅するようにフ

ィリピン海プレート上面深度が 55 km 以浅である領域を抽出した。また，要素震源の

走向や傾斜はフィリピン海プレートの形状から算出した。すべり角は長周期地震動予

測地図 2016 年試作版 2)を参考に 140°に設定した結果を中心に検討を行い，これに加

えて震源メカニズムの違いによる影響を把握するためにすべり角の違いによる結果

の変化を確認した。要素震源の地震モーメントは 1 Nm とした。震源時間関数は三角

型（ライズタイム 2 秒）としたが，本論文で議論するポイントは震源位置による地震

動の変動であり，同一周期帯での地震動の震源位置による変化に注目するため，地震

モーメントや震源時間関数の設定が結果に与える影響はほとんどないと考えられる。 

 有限差分法の解析では，図 4.2 の震源域を 2 km 四方のグリッドで分割して要素震

源を配置し，それらとサイトを結ぶグリーン関数を計算した。震源域を分割したとこ
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ろ，要素震源の数は 18,533 個となった。 

図 4.2 に検討に用いたサイトを示す。対象地点は新宿サイト（35.7107N, 139.6859E）・

丸の内サイト（35.6816N, 139.7654E）・千葉サイト（35.6082N, 140.1022E）である。新

宿サイトと丸の内サイトは 10 km 弱，新宿サイトと千葉サイトは 40 km 弱離れてい

る。いずれのサイトも超高層建物が多く立地しており，防災上，長周期地震動への検

討の重要性が高い。本章では，関東平野で長周期地震動が励起されやすい周期 3～10

秒の周期帯の中で，多くの超高層建物や免震建物の固有 1 次周期にあたる周期 3～5

秒と，特に周期の長い超高層建物を想定した周期 5～7 秒の周期帯について検討を行

う。 

 

 

 
 

図 4.1 相模トラフに関する既往の震源モデル 
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図 4.2 対象とした解析領域と対象サイト 
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(2) 差分法を用いた数値解析の条件 

 

グリーン関数の計算には 3 次元地盤モデルを使用し，有限差分法 6)による解析を実施

した。地盤モデルとして全国一次地下構造モデル 5)を用いた。本論文の第 3 章でも本

モデルを検討に使用しており，関東周辺の地震について長周期成分の距離減衰性状が

観測と数値解析で対応することを確認している。 

有限差分法による解析では，グリーン関数の相反定理を活用して計算コスト削減を

図った 7)。これは計算する要素地震が数万点あり，相反定理を活用しない方法では 1

つのサイトにつき膨大な回数の解析を実施しなければならないためである。相反定理

を活用することで，1 つのサイトにつき水平 2 成分と上下 1 成分の加振による 3 回の

解析で必要なグリーン関数を計算できた。なお，後述するセンブランス解析では，対

象サイトのみならず伝播経路上の解析波形が必要であるため，そちらで使用する波動

場は相反定理を使わない通常の方法で計算した。また，有限差分法の解析条件として，

空間を 200 m 刻み，時間を 0.01 s 刻みで離散化した。本解析による参照可能な最小周

期は 2.4 s であり，全ての計算波形には 0.05 ～0.4 Hz のバンドパスフィルタをかけて

いる。なお，解析領域の端部は無反射境界 8)と吸収境界 9)とした。非弾性減衰の参照

周期は 2 s とした。 

 

 

(3) センブランス解析の条件 

 グリーン関数が大きくなる震源領域を特定したのち，そこから生ずる波動の伝播経

路を推定して，グリーン関数と伝播経路の関係を分析する。本論では有限差分法の結

果に対して，センブランス解析 10)を実施し，その伝播経路を推定する。 

 センブランス解析では式(1)のセンブランス値 𝑆0  が最大となるような伝播速度と

伝播方位をグリッドサーチにより推定した。ここで式(1)について，𝑢 は速度波形，𝑡 

は時刻，𝑖・𝑗 はそれぞれ地点と単一時間窓内の時刻のサフィックスを示す。𝛥𝑡𝑖0 は基

準地点と𝑖 地点との走時差であり，伝播方位に沿った基準地点と𝑖 地点との水平距離

を伝播速度で除して求まる。また，グリッドサーチの条件として，伝播速度は 0.4～

4.0 km/s を 0.1 km/s 刻みで，伝播方位は計算地点と震央の方位角±60°を 3°刻みで

探索した。 

 

𝑆0(𝑡) =
1

𝑁

∑ (∑ 𝑢(𝑡𝑗 + Δ𝑡𝑖0)𝑖 )
2

𝑗

∑ ∑ 𝑢2(𝑡𝑗 + Δ𝑡𝑖0)𝑖𝑗

  (1) 
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4.3 相模トラフの震源域におけるグリーン関数の可視化 

 

 サイトと要素震源を結ぶグリーン関数について，震源域における空間分布を調べた。

まず，図 4.3 に新宿サイトとそこから震央距離 50 km の同心円線下にある震源に関す

るグリーン関数の時刻歴波形とスペクトルを示し，方位による特徴を概観する。各要

素震源の震源深さは図 4.2 のフィリピン海プレート上面深度と対応しており，サイト

との震源距離が震源によって最大 20km 程度異なる。ここでは震源方位による時刻歴

波形やスペクトル形状と振幅を比較することが目的であるため，震源距離の補正はし

ないこととした。なお，震源メカニズムの設定等の計算条件は第 4.2 節に基づき，す

べり角については前述の 140°とそれに直交する 50°の結果を示した。図 4.3 には，

速度波形に加えて，速度応答スペクトル（h=5 %）とその全方位の平均値および標準

偏差を示す。 

 二種類のすべり角に共通した特徴として速度波形およびスペクトルともに南方か

ら西方の震源で振幅が大きくかつ継続時間が長い，また北方から東方の震源では振幅

が非常に小さい。これらは Radial 成分と Transverse 成分に共通した性状である。振幅

が大きな南方から西方の震源に限定しても波形に特徴が見られ，具体的には南西方向

の震源における Transverse 成分では後続波部振幅が大きく，それ以外の震源では長い

時間にわたって振幅が大きい結果となった。 

 図 4.4 に新宿サイトを対象とした，サイトと要素震源を結ぶグリーン関数の震源域

における分布を示す。速度応答スペクトル𝑆Vとエネルギースペクトル𝑉E  をプロット

した。建物周期・減衰定数による違いを見るために減衰定数 5 %を仮定した周期 3‐

5 秒の平均値と減衰定数 2 %を仮定した周期 5‐7 秒の平均値を計算した。前者は一般

的な超高層制振建物を，後者は特に周期が長い超高層建物を想定したものである。振

動成分については限定せず，全方位の最大値である RotD10011)を用いた。また，図に

は各地の標高から読み取った関東平野西端の山地‐平野境界を示している。 

図 4.4(a)にすべり角を 140°と設定した場合のグリーン関数の空間分布を示す。グ

リーン関数の空間分布における振幅の大きな領域を破線で示す。空間分布によると震

源距離が近くなる新宿直下の領域に加えて，南西から南にかけて関東平野端部に沿っ

た領域で振幅が大きくなる。𝑆V  と𝑉E  の特徴は対応しているが，𝑆V  ではサイトに直

下の破線部領域の振幅が相対的に大きく，𝑉Eでは遠方の破線部領域の振幅が目立つ結

果となった。 

 また，建物周期や減衰定数によってグリーン関数が卓越する震源位置は異なること

がわかる。図 4.4(a)における異なる建物周期・減衰定数の空間分布を比較すると，振

幅が卓越する方位や位置は概ね対応するが，その位置は完全には一致しない。 

要素震源のメカニズムがグリーン関数の空間分布に与える影響を確認するために，
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要素震源のすべり角を 0°から 170°まで 10°刻みで設定した 18 ケースの数値解析

結果から，要素震源ごとに最大値を抽出した。図 4.4(b)に最大値の空間分布を示す。

大きな傾向としては，すべり角を 140°とした図 4.4(a)と類似する特徴が見られた。

具体的には，震源距離が近くなる直下の領域や南西から南にかけた関東平野端部に沿

った領域で振幅が大きい。ただし，種々のすべり角の計算結果が含まれる図 4.4(b)の

方が，振幅が大きな領域が広い。これはすべり角が変化することで振幅が大きくなる

領域が変化することによる。 

 次にサイト毎の空間分布の特徴を調べるために，図 4.5 に丸の内サイトと千葉サイ

トに関するグリーン関数の空間分布を示す。応答スペクトルは減衰定数 5 %を仮定し

て計算し，周期 3‐5 秒の平均値をプロットした。 

ともに東京都心である新宿サイトと丸の内サイトの間は 10 km 程度の距離であり，

振幅が大きな領域は類似しているが，その空間分布の細部には違いが見られる。具体

的には，サイトの南方から西方にかけて振幅が卓越することは共通しているが，それ

らの大小関係に違いが見られる。丸の内サイトでは南方の震源よりも南西から西方に

おける震源の振幅が明らかに大きい。  

 また，千葉サイトの空間分布には他 2 サイトとは大きく異なる特徴がある。新宿サ

イトと丸の内サイトで各サイト直下の震源よりも振幅が大きい関東平野の端部に沿

った領域での千葉サイトの振幅は小さい。一方，千葉サイトのエネルギースペクトル

𝑉𝐸  において，図中に破線で示すサイト南方のフィリピン海プレート上面深度が浅い

領域で振幅が卓越している。なお，サイト直下で振幅が卓越する点は他 2 サイトと共

通した性状である。 

図 4.6 には，サイト間の差異を明確するために，各サイトの空間分布を新宿サイト

の値で除して 100%を引いた新宿サイトを基準とした大小割合を示す。図 4.6 の計算

には図 4.5(b)に示した空間分布のデータを使用している。 

図 4.6 には，図 4.4 と図 4.5 に見られた新宿サイトと丸の内サイト，千葉サイトの関

係と対応する特徴が見られ，さらには千葉サイトと新宿サイトの差異が丸の内サイト

と新宿サイトの差異よりも大きいことがわかる。具体的には，丸の内サイトと新宿サ

イトの振幅は概ね±25%の大小関係にあるが，千葉サイトでは倍半分の関係にある領

域が広い。 

なお，全サイト共通の傾向として，関東平野端部の周辺領域で振幅が卓越する様子

が多くみられた。これは，第 3 章で述べたように都市部から震央方位を見た際の盆地

端部の形状が凸形状となっており，波線が集中しやすいためであると考えられる。 
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図 4.3 各震央方位のグリーン関数（新宿サイト，震央距離 50km） 
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図 4.4 グリーン関数の震源域における空間分布（新宿サイト） 
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図 4.5 グリーン関数の震源域における空間分布（左：丸の内，右：千葉） 
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図 4.6 新宿サイトと他サイトの空間分布の違い 
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4.4 グリーン関数の空間分布と表面波の伝播経路の関係 

 

4.3 節で，新宿サイトや丸の内サイトといった東京都心についてグリーン関数の振

幅が大きかったサイト南西から南方の関東平野端部に沿った領域において，有限差分

法により計算した波動場に対してセンブランス解析を実施し，当該領域から生じた地

震波が辿る伝播経路を調べた。なお，震源・地盤モデル・差分法の解析条件などは 4.2

節に示した条件と同様とし，すべり角は 140°を仮定した。 

図 4.7 にセンブランス解析の対象とした震源と領域を示す。図 4.7 には新宿サイト

における速度応答スペクトル（すべり角 0°，ℎ = 5 %，𝑇 = 3~5 s）の空間分布と卓

越領域を示す破線を併せて示す。解析対象である 2 つの震源は図 3 で時刻歴波形とス

ペクトルを示した震源でもある。図 4.3 から，震源 A では Radial 成分が，震源 B で

は Transverse 成分が他方位よりも大きな振幅であり，これらの成分についてセンブラ

ンス解析を実施することにした。震源と新宿サイトが入るようにセンブランス解析の

領域を設定して，この領域を 0.8 km×0.8 km で分割し，各グリッドと周囲の計 9 点を

1 グループとして各グループの伝播方向と速度を計算した。時間窓は 15 秒間とした。

波形には周期 3-5 s と 5-7 s のバンドパスフィルタをそれぞれ施した。 

図 4.8 に，新宿サイトにおけるグリーン関数とその速度振幅が大きくなる時刻のス

ナップショットとセンブランス解析で得られた伝播方向を示す。震源 A と B の両方

について、それぞれ振幅の大きな 3 区間（A-1~A-3 および B-1~B-3）の結果を示す。

図中の矢印の向きが伝播方向を表す。なお，センブランス値が小さい（𝑆0 ≤ 0.5）結果

はプロットしていない。時刻歴波形には，震源距離を地震基盤の𝑉P，𝑉Sで除して計算

した P 波初動，S 波初動位置を示した。 

各図に共通して，地震波の波面が震央からの同心円形状ではなく，歪んだ形状をし

ている。この波面形状を図 4.8 に示した震央を中心とする同心円（10 km 刻み）と比

較すると，解析ケース A-2 と B-1，B-2 の白破線の領域において，波面は震源に対し

て逆向きの円弧形状になっている。センブランス解析による波の伝播方向から，新宿

と丸の内サイトに向かって波が集中するように伝播する様子が確認できる。また，そ

の他の解析ケースにおいても，それらの波面が伝播方向に対して直線上に伸びた波面

形状になっており，センブランス解析の結果と併せると，新宿サイトに向かって波線

が広がらずに伝播していることが確認できる。波面が広がる場合には伝播距離に応じ

た幾何減衰効果が現れるが，上記解析ケースのように波面が狭まるもしくは広がらな

い場合には伝播距離に応じた幾何減衰効果はないか，逆に増幅することとなり，図 4.8

の新宿サイト周辺でも波面の性状に対応した大きな振幅の領域が見られる。水平成層

地盤など成形な地盤における波動であれば，震源の放射特性による振幅の大小はある

が，その波面は震央付近を中心に同心円状に広がっていくが，ここでは関東平野の不
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整形な地下構造により地震波の伝播速度が場所により異なり，波面が歪んでいると考

えられる。 

ここで図 4.9 に，センブランス解析で得られた新宿サイトにおける波動の伝播速度

とその直下の 1 次元地下構造モデルから計算される表面波の分散曲線を比較した。図 

4.9 左には震源 A の解析結果とレイリー波の分散曲線を，右には震源 B の解析結果と

ラブ波の分散曲線を示す。センブランス解析に使用したバンドパスフィルタの周期帯

に点線で結果を示す。 

図 4.9 から時刻や周期帯によって異なる種別やモードの波動が卓越する様子が見

られる。具体的には，解析ケース A-1 と A-2，A-3 の新宿サイトの波動はそれぞれ 2

次と 1 次もしくは基本モード，基本モードのレイリー波，解析ケース B-1 の波動は 1

次モード，B-2 と B-3 の波動は基本モードのラブ波と対応し周期の分散性が見られ，

振幅が大きくなる区間の波動は表面波と対応すると考えられる。 

なお，図 4.8 のスナップショットで新宿サイトと丸の内サイトを比較すると，解析

ケース B-2 における白破線で囲んだ波群について，大きな振幅の波群が新宿サイトの

わずかに南方を通過し，丸の内サイトに伝播している。図 4.10 に，丸の内サイトの

時刻歴波形を示す。丸の内サイトでは，新宿サイトにおける解析ケース B-2 の波動と

対応するものが 75 s 付近に見られ，その振幅は新宿サイトの 2 倍以上となっている。

このように，新宿サイトと丸の内サイトのように 10 km 程度の距離しか離れていなく

とも，今回の対象周期 3-5 s では震動性状が異なる場合があることがわかった。 
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図 4.7 センブランス解析の対象領域と対象震源 

 

 

図 4.8 新宿サイトにおけるグリーン関数の時刻歴波形とスナップショットおよび

センブランス解析に基づく波動伝播性状 

36

35

139 140

A

B

新宿

解析対象の領域 解析対象の震央

丸の内

グリーン関数の振幅が卓越する領域

0

1

2

3

SV

[10-18 cm/s]

関東平野端部

A-3

0

4

-4
0 50 100 150

V
el

. 
[1

0
-1

8
 c

m
/s

]

Time [s]

P S

35.2

139.2 140

35.8

139.2 140139.2 140

A-1 A-2 A-3新宿 丸の内 新宿 丸の内 新宿 丸の内

2-2 0
Vel. [10-18 cm/s]

A-1 A-2

0

4

-4
0 50 100 150

V
el

. 
[1

0
-1

8
 c

m
/s

]

Time [s]

P S

Bandpass filter: T = 3 ~ 5 s Bandpass filter: T = 5 ~ 7 s

B-3

0 50 100 150

0

4

-4V
el

. 
[1

0
-1

8
 c

m
/s

]

Time [s]

P S

35.2

139.2 140

35.8

139.2 140139.2 140

B-1 B-2 B-3新宿 丸の内 新宿 丸の内 新宿 丸の内

2-2 0
Vel. [10-18 cm/s]

Bandpass filter: T = 5 ~ 7 s
B-1

0 50 100

0

4

-4V
el

. 
[1

0
-1

8
 c

m
/s

]

Time [s]

P S

B-2
Bandpass filter: T = 3 ~ 5 s

150



97 

 

 

 

 

図 4.9 センブランス解析による推定伝播速度と理論分散曲線の比較 

 

 

 

 

図 4.10 丸の内サイトにおける時刻歴波形 
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4.5 長周期地震動の変動を考慮した地震動作成とその効果 

 

前節ではサイトと各要素震源のグリーン関数を計算し，震源域における分布を示し

た。その結果，東京都心については南西から南方の関東平野端部に沿った領域におい

てグリーン関数の振幅が大きくなることがわかった。本節では，実際の設計用入力地

震動作成と同様に震源モデルを仮定し，SMGA や破壊伝播性状を考慮して波形合成を

実施した。既往の震源モデルをベースとして，その SMGA の位置を移動させた場合

の合成波形を計算し，元の波形と比較して SMGA 配置の影響を調べた。 

図 4.11 に設定した SMGA の配置を示す。SMGA 配置の影響に着目するために，背

景領域は考慮せず波形合成を実施した。地震調査研究推進本部による震源モデル 2)の

うち，元禄関東地震の Q3 ケースをベースとして，アスペリティ 1 と 2 の位置をグリ

ーン関数の振幅が大きい領域へ移動させた。本研究で設定した SMGA と比較して，

その元となった Q3 ケースは新宿サイトとの距離が近いため，均質地盤の場合には Q3

ケースの計算地震動の方が大きくなる。図 4.11 には新宿サイトにおける速度応答ス

ペクトル（すべり角 0°，ℎ = 5 %，𝑇 = 3~5 s）の空間分布を併せて示した。 

表 4.1 に各 SMGA の震源諸元を示す。SMGA の配置以外は従来の震源設定を使用

している。各要素震源の震源メカニズムとしては，4.2 節と同様にフィリピン海プレ

ートの形状から算出した走向と傾斜を用い，すべり角については 140°を仮定した。

破壊開始点は図中星印とし，破壊伝播速度𝑉R は 2.7 km/s とした。また，震源時間関

数には中村・宮武の式 12)を用いた。 

図 4.12 に新宿地点における波形合成結果を示す。地震調査研究推進本部の SMGA

で計算した波形と比較すると，時刻 100 秒未満に違いが見られ，本論の計算結果の方

が大振幅かつ振幅が大きい時間が長い。すなわち，グリーン関数の𝑆V と𝑉E が大きく

なる領域に SMGA を配置することにより，波形合成結果が大きくなることがわかっ

た。また，応答スペクトルを見ると広い周期で本論の結果が 2 倍程度大きくなった。 
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図 4.11 既往の強震動生成域配置と新宿サイトのグリーン関数分布に基づく配置 

 

 

表 4.1 強震動生成域（SMGA）のパラメータ 

 
 

 

 

図 4.12 新宿サイトにおける波形合成結果 
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4.6 考察 

 

本章では，サイトと震源域を結ぶグリーン関数を建物応答の観点から可視化して

SMGA を配置する方法とその効果を検討することを目的として，首都圏で発生が危惧

される相模トラフ沿いのプレート境界地震を題材に数値シミュレーションを実施し

た。検討では，可視化したグリーン関数の空間分布に基づき SMGA を配置した場合

と既往の SMGA 配置による波形合成の結果を比較して，その効果を確認した。また

検討に併せて，グリーン関数が大きくなる震源領域については，そこから生ずる地震

波の伝播経路を推定することで空間分布の解釈が可能か検討した。 

要素震源とサイト間のグリーン関数を震源域に可視化したところ，東京都心から見

て南方から西方の平野端部に沿った領域でグリーン関数の振幅が大きく，継続時間が

長くなる震源領域が見られた。そこに SMGA を配置して波形合成を行うと，従来の

計算結果よりも大きく，長くなることがわかった。以上から，グリーン関数の応答ス

ペクトルやエネルギースペクトルの空間分布を可視化し，応答スペクトルやエネルギ

ースペクトルが大きくなる領域に SMGA を配置することで長周期地震動の震源位置

による変動を考慮した地震動予測ができることがわかった。 

ただし，建物周期と減衰定数やサイトを変えた場合のグリーン関数の空間分布によ

ると，地震動が大きくなる震源領域がこれらにより変化することが確認された。すな

わち，対象とする建物の振動特性や都市ごとにグリーン関数の空間分布を可視化する

必要がある。加えて，本検討では，周期 3～5 秒と周期 5～7 秒と 2 秒間の平均値を用

いたが，実際に可視化する場合には，建物の減衰定数などを考慮して，より細かい間

隔で平均値を計算することも考慮すべきである。 

また，要素震源のすべり角を変えた場合のグリーン関数の空間分布によると，単一

の設定値（140°）の計算結果と複数の設定値（0～170°）の計算結果の最大値につい

て，地震動が大きくなる震源領域の方角やおおよその分布が対応しており，すべり角

による空間分布の変化は大きくないと考えられる。 

次に，センブランス解析により計算波形の伝播経路を推定し，地震動が大きくなる

震源領域から生ずる地震波は都心部で波線が集中することを確認した。これまで関東

平野周辺で発生した地震については，既往の研究 13)-16)により関東平野内で波線が合

流や集中することは確認されてきたが，関東平野の直下に位置する海溝型地震につい

ても同様の現象がある可能性が示唆された。 

本章で提案した方法の限界は，震源モデルや地下構造モデルの精度に依存すること

であり，実現象と完全に一致はしないと考えられ，また，SMGA 以外のすべり角・ラ

イズタイム・地震モーメント等の震源パラメータについても検討の余地がある。しか

し，本論の成果を活用すれば，実建物の構造設計において使用される数値解析モデル
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などの解析条件の中でより安全側の検討ができるようになるため，工学的な意義があ

ると考えられる。具体的には，SMGA 配置の根拠が明確ではない震源断層を想定する

場合などに，グリーン関数の空間分布を参照することで，サイトに影響が大きい

SMGA 配置を推定することができる。また，この方法で作成した地震動を設計に反映

しなくとも，従来の考え方に基づき設定した SMGA 配置が安全側かどうかを確認す

る場合にも利用できる。 

 これまでは過去の震度分布を再現するように設定されたアスペリティ位置に基づ

き SMGAを配置することを基本としており，震源モデルが先にある考え方であった。

しかし，サイトと建築構造物にとって影響が大きな震源像を把握する本研究のアプロ

ーチは，社会的に重要度が高い超高層建物や病院，原子力関係施設などの設計に活用

できる。低層の耐震構造の計画は，本論文の成果の活用範囲を超えるが，免震建物の

場合には本論文のアプローチが活用できる。原子力関係施設の場合は，本論文で扱っ

た関東平野よりも硬質な地盤に計画されるものの，既往の研究 17）から震源付近の平

野構造もサイトの地震動に影響を与えることが指摘されており，計画地周辺の活断層

を対象に，本研究と同様の検討を実施することで長周期構造物の安全性をより高めら

れると考える。 
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4.7 本章のまとめ 

 

本章では，サイトと震源域を結ぶグリーン関数を建物応答の観点から可視化して

SMGA を配置する方法とその効果を検討することを目的として，首都圏で発生が危惧

される相模トラフ沿いのプレート境界地震を題材に数値シミュレーションを実施し

た。 

 震源域におけるグリーン関数の空間分布は震源距離によらない分布となっており，

特定の領域でグリーン関数の応答スペクトルやエネルギースペクトルが大きくなる

ことを確認した。その領域に SMGA を配置した場合と既往の SMGA 配置による波形

合成の結果を比較したところ，従来の計算結果よりも振幅が大きく，継続時間が長く

なる効果を確認した。以上から，グリーン関数の応答スペクトルやエネルギースペク

トルの空間分布を可視化し，応答スペクトルやエネルギースペクトルが大きくなる領

域に SMGA を配置することで長周期地震動の震源位置による変動を考慮した地震動

予測ができることがわかった。 

 また，題材とした相模トラフ沿いのプレート境界地震と首都圏での地震動について

以下のことがわかった。 

・東京都心（新宿サイト・丸の内サイト）や横浜サイトについては，サイト南方か

ら西方の関東平野端部に沿った震源領域でグリーン関数の振幅が卓越する。各サ

イトの直下の震源領域でもグリーン関数の卓越は見られたが，それと同等以上の

振幅であった。 

・千葉サイトについては，サイト南方のフィリピン海プレートが浅い震源領域でグ

リーン関数が卓越する。 

・新宿サイトについて確認されたグリーン関数が卓越する南方から西方の震源領域

についてセンブランス解析により波動の伝播経路を推定したところ，サイト周辺

で波線が集中しており，これが卓越の原因であることが確認された。 
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第 5 章                     

結論 
 

 

 

 

 

 

5.1 本研究のまとめ 

 

本研究では，超高層建物など長周期構造物に潜在する長周期地震動への脆弱性を低

減し，より安全に長周期構造物を設計できるような知見を得ることを目的とし，これ

までに国内で蓄積された都市部における長周期地震動の観測記録を分析したり，三次

元地下構造モデルを用いた数値シミュレーションを実施したりして，震源位置などの

震源条件と長周期地震動の性状の整理を実施した。また，都市部に影響が大きい震源

条件の可視化を行い，観測事実や物理モデルに基づき合理的に震源条件の選定が容易

に行える方法を提案し，その効果を確認した。 

 

第 1 章では，全体の導入として本研究の主旨と目的を述べ，既往の研究や成果につ

いて俯瞰した。 

 

第 2 章では，観測記録や数値シミュレーションに基づき，震源位置による長周期地

震動の変動の特徴を調査した。新宿サイトを対象に，観測記録の分析や数値シミュレ

ーションを実施したところ，東京都心から南東から北の方角の地震で地震動の振幅が

大きくなる傾向があることがわかった。なお，卓越周期としては，周期 3 秒～7 秒と

幅広く変動することがわかった。 

また，建物の振動性状によって長周期地震動の変動から受ける影響が異なることを

考え，複数の減衰定数を設定して応答スペクトルを計算して検討に用いた。その結果，

減衰定数が異なっても，振幅が大きい震央方位の大きな特徴は同じであるが，厳密に

は振幅が大きい震央方位の中での大小関係が減衰定数により異なっていることを確

認した。すなわち，同じサイトであっても建物の振動性状によっては影響が大きな震

央方位が異なる可能性がある。さらに，複数サイトについて，震央方位によるグリー

ン関数の変動を確認した。今回対象とした主要都市部に共通する特徴として，主に西
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側の震央方位について応答が大きくなる傾向が見られたが，基本的には同じ関東平野

上のサイトでも，サイトによって影響の大きな震央方位が異なることがわかった。 

以上から，堆積盆地と震源方位による長周期地震動の変動については，同じ堆積盆

地であってもサイトや建物の振動性状ごとに，影響の大きな震央方位を確認する必要

があることがわかった。 

また，長周期地震動の変動に関係する因子として震源方位に加え，震源深さが重要

であることがわかった。具体的には，震源が浅いと（10 km 程度）方位による長周期

地震動の変動が明瞭に確認できるが，震源が深くなるほど変動は不明瞭になる傾向に

あった。加えて，関東平野におけるサイト（平野サイト）の観測記録では長周期帯の

振幅に変動が見られるが，関東平野周辺の岩盤サイトでは変動の度合いは小さかった。

これより，関東平野の地下構造が長周期地震動の変動に大きな影響を与えていること

が確認された。 

 

第 3 章では，堆積盆地と震源位置による長周期地震動の変動の要因について，数値

シミュレーションと観測地震動に基づく検討を行った。単純な盆地モデルや関東平野

の地盤モデルおよび観測記録によると，盆地内における表面波の波線（伝播経路）の

集中が，長周期地震動の変動の要因の一つであることがわかった。具体的には，異な

る震央方位の複数の地震について，盆地内における表面波の伝播経路および振幅の空

間分布を確認すると，表面波が集中して振幅が大きくなる場所が震央方位によって異

なることがわかった。 

また，盆地内部から震央を見た場合の盆地端部の形状が凸となる場合に，盆地内部

において振幅が増幅しやすい傾向が見られた。これは，盆地端部付近よりも盆地内部

の方が表面波の伝播速度が遅いため，盆地端部付近～盆地内部で屈折した表面波が集

合するためである。関東平野における，南～北の方位における盆地端部形状がこれに

対応する。逆に，盆地端部の形状が凹となる場合には，表面波は波面を広げるように

伝播し，集中しづらいため，振幅としても大きくなりにくい。こういった特徴が第 3.3

節の検討における距離減衰性状に現れていると考えられる。関東平野における，北～

東の方位における盆地端部形状がこれに対応する。 

 

第 4 章では，サイトと震源域を結ぶグリーン関数を建物応答の観点から可視化して

SMGA を配置する方法とその効果を検討することを目的として，首都圏で発生が危惧

される相模トラフ沿いのプレート境界地震を題材に数値シミュレーションを実施し

た。震源域におけるグリーン関数の空間分布は震源距離によらない分布となっており，

特定の領域でグリーン関数の応答スペクトルやエネルギースペクトルが大きくなる

ことを確認した。その領域に SMGA を配置した場合と既往の SMGA 配置による波形
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合成の結果を比較したところ，従来の計算結果よりも振幅が大きく，継続時間が長く

なる効果を確認した。以上から，グリーン関数の応答スペクトルやエネルギースペク

トルの空間分布を可視化し，応答スペクトルやエネルギースペクトルが大きくなる領

域に SMGA を配置することで長周期地震動の震源位置による変動を考慮した地震動

予測ができることがわかった。 
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5.2 今後の展望 

 

 本研究では，長周期構造物の構造設計に利用する入力地震動策定の高度化を目指し，

観測記録や数値シミュレーションに基づく種々の検討を実施した。本論文において，

これらの検討により一定の成果が得られたものと考える。 

しかし、今後解決すべき問題や、より一層の手法の高度化に向けた課題は多数存在

する。まず，本研究では，長周期地震動の観測記録に加え，3 次元地下構造モデルを

用いた数値シミュレーションにより種々の検討を行っている。本研究を通じて，観測

記録と数値シミュレーションの対応を確認しながら検討を進めているものの，観測記

録が得られていない震央方位（例えば関東平野西側の領域など）については，今後の

観測記録の蓄積を待って，数値シミュレーションの精度の確認をしていく必要がある。

また，遠方の地震が対象になることを考えると，広域な範囲のモデル精度を確認して

いく必要がある。とはいえ，本研究で使用した地下構造モデルは，実際の地盤調査や

地震記録と対応をさせながら作られてきたものであるから，得られる傾向には大きな

影響はないと考えている。加えて，震源モデルの設定条件についても検討の余地はあ

る。具体的には，SMGA 以外の破壊開始点やライズタイム，地震モーメント等の震源

パラメータの設定も長周期地震動の性状に影響を及ぼすであろう。 

また，本研究では，関東平野における地震動を対象に検討を行った。取り扱った震

源位置による地震動の性状の変化については，既往研究において大阪平野や濃尾平野

でも同様の性状の指摘がされている。影響のある周期帯や建物については差異がある

ことが予想されるものの，関東平野の特徴と同様に，震源位置により波動伝播の性状

が異なり，平野内で波動が集中して地震動が大きくなることが十分に考えられるため，

他平野についても本研究と同様の方法で震源位置による地震動の変化と伝播経路の

関係を整理すること・南海トラフなどの震源域における都市部へ影響の大きな場所を

把握することが必要である。 

 

今後は，本研究の方法を展開して，活断層についても同様の方法で検討をしていく

必要がある。具体的には，第 2 章で実施したように数値解析や観測記録に基づき，影

響の大きな震源方位およびその方位の活断層を抽出して，第 4 章で実施したような，

1 つの震源断層に注目した場合に対象サイトで長周期地震動が大きくなりやすい

SMGA 配置を評価することで，影響の大きな地震および震源条件を把握することを実

施する必要がある。 

ただし，建物を設計する度に，本手法と同様のプロセスをたどることは困難である

と思われるので，超高層建物が多く立地する各都市においては，予め上述の方法で影

響の大きな地震および震源条件を見える化しておくことで，円滑に入力地震動の策定
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が行えると考える。本論文の関東平野における分析から，盆地構造の端部形状が平野

内に対して凹となっている場合には，平野内部で地震波の集中が生じる可能性がある

ため，そういった関係にある平野とサイトでの検討時には本論文と同様のプロセスを

実施することで，選定地震に漏れのない入力地震動の策定が行えると考えられる。 

本研究で提案した方法に基づき，入力地震動の作成を行った際には，通常に作成す

る地震動よりも大きくなることが多いと考えられるため，どのように構造設計に取り

込んでいくかを考えることが非常に重要な課題である。全ての建物においてこの方法

を適用することは現実的に難しいと考えられるが，例えば原子力構造物・病院構造物・

防災拠点など重要な建物について検討していくことは我が国の防災上，必要であると

考える。また，一般建物についても，レベル２（極めて稀に起こる地震に対して損傷

するが修復可能な程度の被害に留める）として考慮できない場合でも，レベル３（巨

大地震に対して，大きな損傷は残るが倒壊することはなく，余震にも耐えて人命を確

実に守る）として考慮しておくことが必要だと考える。少なくとも，発生が懸念され

る地震動を考慮から外すのではなく，それにより建物が受ける影響を知っておくこと

は非常に重要であると考えている。 
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